
　
【表紙】 　

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成23年６月23日

【事業年度】 第116期(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

【会社名】 日本金属工業株式会社

【英訳名】 Nippon Metal Industry Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　　　　義　村　　　博

【本店の所在の場所】 東京都千代田区霞が関三丁目２番６号(東京倶楽部ビルディング)

【電話番号】 東京03(3500)5647

【事務連絡者氏名】 財務部長　　　　　　　　郷　　　誠

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区霞が関三丁目２番６号(東京倶楽部ビルディング)

【電話番号】 東京03(3500)5647

【事務連絡者氏名】 財務部長　　　　　　　　郷　　　誠

【縦覧に供する場所】 日本金属工業株式会社大阪支店

　 　(大阪市中央区南本町四丁目２番21号)

　 日本金属工業株式会社名古屋支店

　 　(名古屋市東区東桜一丁目９番26号)

　 株式会社東京証券取引所

　 　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　 　

　 　

　

EDINET提出書類

日本金属工業株式会社(E01241)

有価証券報告書

  1/132



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第112期 第113期 第114期 第115期 第116期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高 (百万円) 169,146 189,546 120,140 75,705 93,203

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 15,253 9,844 △16,641 △5,916 320

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 8,342 6,002 △8,931 △6,410 336

包括利益 (百万円) ― ― ― ― △93

純資産額 (百万円) 37,643 38,585 25,539 21,335 22,098

総資産額 (百万円) 130,975 131,569 90,255 90,016 90,844

１株当たり純資産額 (円) 218.74 229.57 154.67 123.25 121.73

１株当たり当期純利益
又は当期純損失金額
(△)

(円) 48.15 35.15 △53.37 △37.76 1.92

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― 1.92

自己資本比率 (％) 28.7 29.3 28.3 23.7 24.3

自己資本利益率 (％) 24.3 15.7 △27.9 △27.4 1.5

株価収益率 (倍) 11.1 9.1 ― ─ 49.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 10,578 △8,145 6,834 △2,431 △549

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,134 △2,870 △233 △2,718 △1,644

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,491 8,513 △1,021 1,138 1,297

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 6,109 3,602 9,192 5,201 4,307

従業員数 (名) 834 837 857 839 822

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第112期、第113期、第114期、第115期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

３　第114期、第115期の株価収益率については、当期純損失のため記載しておりません。

４　従業員数は、就業員数を記載しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第112期 第113期 第114期 第115期 第116期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高 (百万円) 151,016 173,132 110,522 71,256 87,297

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 12,839 7,943 △15,671 △5,838 162

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 6,913 4,964 △7,517 △6,293 218

資本金 (百万円) 12,982 12,982 12,982 12,982 13,408

発行済株式総数 (株) 177,215,809177,215,809177,215,809177,215,809185,605,475

純資産額 (百万円) 35,907 36,038 24,565 20,640 21,139

総資産額 (百万円) 123,316 125,889 86,582 86,685 85,979

１株当たり純資産額 (円) 208.65 214.42 148.78 119.23 116.45

１株当たり配当額
(内１株当たり中間
 配当額)

(円)

(円)

6.0

(2.5)

8.0

(4.0)

6.0

(4.0)

1.0

(1.0)

0.0

(0.0 )

１株当たり当期純利益
又は当期純損失金額
(△)

(円) 39.90 29.07 △44.92 △37.07 1.25

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ─ ─ ― ― 1.25

自己資本比率 (％) 29.1 28.6 28.4 23.8 24.6

自己資本利益率 (％) 20.7 13.8 △24.8 △27.8 1.0

株価収益率 (倍) 13.4 11.0 ― ─ 76.0

配当性向 (％) 15.0 27.5 ― ─ ―

従業員数 (名) 571 588 604 616 622

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第112期、第113期、第114期、第115期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

３　第114期、第115期の株価収益率については、当期純損失のため記載しておりません。

４　第114期、第115期の配当性向については、当期純損失のため記載しておりません。

５　第116期の配当性向については、無配のため記載しておりません。

６　従業員数は、就業員数を記載しております。
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２ 【沿革】

昭和７年 ステンレス鋼製造を目的として日本金属工業㈱を設立(６月15日)。資本金12万円。

昭和10年 横浜工業㈱と日本電熱線製造㈱を吸収合併。

昭和12年 ステンレス鋼の量産化を目的として川崎工場の建設に着手。

昭和15年 川崎工場鋼板工場の稼動により鋼板の一貫生産体制を確立。

昭和24年 東京証券取引所に株式上場。

昭和27年 日本染色機械株式会社(現・日金加工㈱)の株式取得。

昭和30年 仙台工場閉鎖、横浜工場に製線設備を集中。

日金加工株式会社(現・連結子会社)の株式取得。

昭和31年 大阪証券取引所に株式上場。

昭和32年 浪速ステンレス工業株式会社（現・日金加工㈱）の株式取得。

昭和35年 相模原製造所、冷延工場稼動。

昭和37年 相模原製造所、製鋼工場稼動。

昭和39年 相模原製造所、厚板工場稼動。

金星工業株式会社(現・日金工商事㈱)の株式取得。

昭和40年 金星工業株式会社の商号を金星ステンレス株式会社に変更。

日本引抜工業株式会社(現・日金工鋼管㈱)の株式取得。

昭和45年 相模原製造所熱延工場の稼動により鋼帯の一貫生産体制を確立。

昭和47年 衣浦製造所第一期工事完了、製鋼・冷延両工場稼動。

相模原・衣浦両製造所の生産体制整備に伴い川崎工場の鋼板部門を閉鎖。

昭和49年 本社を東京都千代田区有楽町ニュートーキョービルより東京都新宿区新宿三井ビルに移転。

衣浦製造所、加工工場稼動。

昭和52年 デュッセルドルフ駐在員事務所開設（平成10年閉鎖）。

昭和54年

 
ニューヨーク駐在員事務所開設（平成３年現地法人化し米国日金工設立、平成11年同法人を解散し

同年設立の米国日金加工へ事業移管、平成16年同法人を解散）。

昭和57年 相模原製造所、特品工場稼動。

昭和58年 シンガポール駐在員事務所開設。

昭和60年 金星ステンレス株式会社の商号を日金工商事株式会社（現・連結子会社）に変更。

昭和61年 横浜工場の製線設備を衣浦製造所鋼線工場へ移設。

日本染色機械株式会社の商号を株式会社ニツセン（現・日金加工㈱）に変更。

昭和62年

 

平成２年

シンガポールに共同出資子会社NIPPON METAL SERVICES (S) PTE LTD（現・非連結子会社）を設立。

日金工興産株式会社（現・スワン産業㈱）を設立。

日本引抜工業株式会社の商号を日金工鋼管株式会社（現・連結子会社）に変更。

平成３年 衣浦製造所第二期工事完了、冷延工場増設。

スワン物流株式会社（現・スワン産業㈱）を設立。

平成５年 香港駐在員事務所開設。（平成11年閉鎖）。

平成９年 衣浦製造所第三期工事完了、熱延工場の稼動により鋼帯の一貫生産体制を確立。

衣浦製造所への集約化に伴い相模原製造所の熱延部門を閉鎖。

マレーシアに合弁子会社NIPPON METAL SERVICES (M) SDN. BHD.(現・非連結子会社）を設立。

平成10年 相模原製造所を相模原事業所に改称。

衣浦製造所への集約化に伴い相模原事業所の製鋼部門を閉鎖。

平成11年 スワン物流株式会社を日金工興産株式会社に経営統合し、スワン産業株式会社（現・連結子会社）を設立。

平成12年 衣浦製造所鋼線工場を閉鎖。

衣浦製造所への集約化に伴い相模原事業所の冷延部門を閉鎖。

平成15年

 

衣浦製造所への集約化に伴い、相模原事業所の厚板精整設備を衣浦製造所へ移設し、相模原事業所の

厚板部門を閉鎖。

平成17年

 

浪速ステンレス工業株式会社を日金加工株式会社に経営統合。

衣浦製造所の厚板精整設備を停止し、厚板事業より撤退。

平成18年

 

相模原事業所の特品設備を衣浦製造所へ移設し、相模原事業所を閉鎖。

日金工鋼管株式会社、日金加工株式会社、スワン産業株式会社を衣浦製造所に集約。

平成19年

 

 

株式会社ニツセンを日金加工株式会社に経営統合。

日金加工株式会社ニツセン事業部を衣浦製造所へ集約し、当社グループの衣浦製造所一貫生産・加工体制を確

立。

平成20年

平成21年

 東京証券取引所への取引集約に伴う大阪証券取引所への上場廃止。

旧相模原事業所跡地の売却を完了。

　 本社を東京都新宿区新宿三井ビルより東京都千代田区霞が関東京倶楽部ビルに移転。
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平成22年

平成23年

バンコク駐在員事務所開設。

台湾に合弁会社結進日金工精密金属股?有限公司を設立。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社６社、関連会社２社で構成され、主な事業内容は、ステンレス鋼、耐熱鋼、その

他各種金属製品の製造・加工・販売であります。

「第５　経理の状況　（セグメント情報等）」に記載の通り単一セグメントでありますが、当社グループの

事業に係わる位置づけ及び事業部門との関連を示すと次の通りであります。

　

(ステンレス鋼、耐熱鋼の製造・販売部門)

熱延製品(厚板・中板・コイル)、冷延製品(中板・薄板・極薄板・コイル・フープ)の製造・販売

＜主な関係会社＞

日金工商事㈱
　

(各種二次加工製品の製造・加工・販売部門)

ステンレス鋼・耐熱鋼等溶接鋼管、一般配管、水道用鋼管、条鋼、塗装ステンレス、紙管巻、

プレスプレート用材、精密ラス加工品、ステンレス鋼表面処理製品、その他各種金属製品の加工・販売

＜主な関係会社＞

日金工鋼管㈱、日金加工㈱、日金工商事㈱
　

(その他の部門)

染色機械、化学及び医療機器等の製造・販売

＜主な関係会社＞

日金加工㈱

道路貨物運送、賃貸倉庫等の運営

＜主な関係会社＞

スワン産業㈱
　

(事業系統図)

　

　

当
 

 
　　　　　　
　社

　 　 　 　 　 　 　 　 　

取　　
 

引　　
 

先

　 製品、加工製品
　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――→
　 ←―――――――――――――――――――――――――――――――――――
　 原材料
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 原材料 　 　 　 原材料
　 ――――――――――→

日金工商事(連結子会社)
――――――――――→

　 ←―――――――――― ←――――――――――
　 製品、加工製品 　 　 　 製品、加工製品
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 外注委託

日金工鋼管(連結子会社)
　 　 　

　 ――――――――――→ 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 製品 　 　 　 加工製品
　 ――――――――――→

日金加工(連結子会社)
――――――――――→

　 ――――――――――→ 　
　 外注委託 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 ――→

日金加工(連結子会社)
――→

日金工商事(連結子会社)
――→

　 製品 加工製品 加工製品
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 ｜ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 ｜ 　 運送委託 　 　 　 　 　 　 　 　
　 ↓ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

スワン産業(連結子会社)
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権に対する所
有割合
(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

日金工商事㈱　　　 (注）１ 東京都千代田区 180百万円
ステンレス鋼その
他金属製品及び原
材料の販売

100.0
ステンレス製品の販売及び
原材料の購入
役員の兼任　１名

日金工鋼管㈱　　　　　 愛知県碧南市浜町 250百万円
ステンレス鋼、耐熱
鋼等溶接鋼管の加
工

100.0
ステンレス製品の委託加工
役員の兼任　１名

日金加工㈱ 愛知県碧南市浜町 80百万円
各種金属製品の加
工・販売、染色機械
の製造・販売

100.0
ステンレス製品の販売及び
各種委託加工
役員の兼任　１名

スワン産業㈱ 愛知県碧南市浜町 55百万円貨物運送業、倉庫業 100.0
製品の出荷及び運送・仕掛
品の運送
役員の兼任　２名

(持分法適用非連結子会社) 　 　 　 　 　

NIPPON METAL SERVICES (S)
PTE LTD
 

シンガポール S＄ 210千
ステンレス鋼表面
処理製品の製造・
販売

100.0
ステンレス製品の販売
役員の兼任　０名

NIPPON METAL SERVICES (M)
SDN.BHD.
 

マレーシア RM 9,000千
ステンレス鋼材の
加工・販売

75.0
ステンレス製品の販売
役員の兼任　０名

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　

新興金属株式会社　　 東京都中央区 118百万円
ステンレス鋼材の
加工・販売

38.6
ステンレス製品の販売
役員の兼任　０名

(持分法非適用関連会社)
 
結進日金工精密金属股?有限公司

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　

台湾 NT$ 9,130万
ステンレス鋼材の
販売

48.6
ステンレス製品の販売
役員の兼任　１名

(注) １　日金工商事㈱は特定子会社に該当し、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割

合が100分の10を超えております。

主要な損益情報等 ①売上高 35,279百万円

　 ②経常利益 369百万円

　 ③当期純利益 418百万円

　 ④純資産額 585百万円

　 ⑤総資産額 9,051百万円

２　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している子会社はありません。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成23年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

ステンレス鋼、耐熱鋼その他各種金属製品の製造・加工・販売
事業

822

(注) １　従業員数は、連結会社以外への出向者を除いた就業人員であります。

２　臨時従業員数は、就業員総数の100分の10未満のため記載を省略しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成23年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

622 38.4 16.6 5,297

　
セグメントの名称 従業員数(名)

ステンレス鋼、耐熱鋼その他各種金属製品の製造・加工・販売
事業

622

(注) １　従業員数は、出向者を除いた就業人員であります。

２　臨時従業員数は、就業員総数の100分の10未満のため記載を省略しております。

３　平均年間給与は、賞与、基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社の労働組合の状況

名称 ：日本金属工業労働組合

組合員数 ：461人(平成23年３月31日現在)

所属上部団体 ：JAM
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当期のわが国ステンレス業界は、全般に順調な滑り出しを見せましたが、欧州金融不安を契機とした

ニッケル価格急落や外国為替市場における円高の進展に伴い、第２四半期以降は総じて厳しい経営環境

が続きました。　

■当期における経営環境

国内向けのステンレス需要につきましては、自動車・電気電子関連需要が比較的堅調に推移しまし

たが、建設用・設備投資関連は、年明け以降回復の兆しはあったものの、全体に盛り上がりを欠いた状

況となりました。

　また、販売業者向けの需要は、第１四半期に盛り上がりを見せましたが、その後は、急激な円高を背景

とした輸入品の増加もあって低迷いたしました。

　一方市況面では、国際的な競争激化や円高定着の影響もあって、国内・海外向けとも厳しい受注環境

が続きました。

■当社グループの対応

かかる環境下、当社グループでは、利益体質への転換を目指し、昨年４月に策定した「中期経営計画

２０１２」の基本方針に沿って、「マージン（製品価格－原料価格）の改善」及び「コスト削減」を

強力に推進してまいりました。

①「マージンの改善」につきましては、製品別採算管理を徹底し、当社独自の高採算商品の積極展開を

図りました。精密圧延品の販売展開では、自動車・電気電子関連向け材料を中心に海外への拡販に注

力し、輸出販売数量は前期比75％程度増加、国内販売数量においても同31％程度増加いたしました。

また、鋼管製品につきましても、短納期対応を武器に積極的な営業を展開し、販売数量は前期比26％

程度増加しており、マージンの改善に寄与しました。

②「コスト削減」につきましては、製造費・一般管理販売費の全コストをゼロベースで見直し、グルー

プ一丸となり強力に推進してまいりました。この結果、前期達成した44億円のコスト削減を継続し、

当期は、更に11億円のコスト削減を実現いたしました。

以上の結果、当期の連結業績は、営業利益・経常利益・当期純利益とも平成20年３月期以来３期ぶりの

黒字化を果たしました。

　

　事業部門別の業績は次の通りであります。

　

　■ステンレス鋼、耐熱鋼の製造・販売部門

　当部門の売上高は、前期比21.1％増の803億円となりました。

　■各種二次加工製品の製造・加工・販売部門

　当部門の売上高は、前期比38.4%増の114億円となりました。

　■その他の部門

　当部門の売上高は、前期比28.5%増の13億円となりました。

　

（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末におきましては、現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べて８億円減少

の43億円となりました。

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況及び要因は次の通りです。

■営業活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益５億円、減価償却

費48億円、売上債権の増加(△)７億円、たな卸資産の増加(△)39億円等により、前連結会計年度の24億

円の支出に比べて、18億円の支出減となる５億円の支出となりました。

■投資活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得(△)17億円、投資有価

証券の売却２億円等により、前連結会計年度の27億円の支出に比べて、10億円の支出減となる16億円の

支出となりました。

■財務活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金による収入117億円、短期借入

金による収入９億円等により、長期借入金を52億円返済、社債を70億円償還いたしました。また、新株予

約権の行使による新株の発行による収入８億円等により、前連結会計年度の11億円の収入に比べて、１

億円の収入増となる12億円の収入となりました。

　

EDINET提出書類

日本金属工業株式会社(E01241)

有価証券報告書

 10/132



　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績
　

セグメントの名称
生産高

金額(百万円) 前年同期比(％)

ステンレス鋼、耐熱鋼その他各種金属製品の製造・加工・販売事

業
85,297 14.8

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　金額は、製造原価(販売単価)で記載しております。

３　前年同期比(％)は、前年同期比増減率を記載しております。

　

(2) 受注実績

　

セグメントの名称
受注高 受注残高

金額(百万円) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％)

ステンレス鋼、耐熱鋼その他各種金属製品

の製造・加工・販売事業
93,196 17.2 7,798 △0.0

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　前年同期比(％)は、前年同期比増減率を記載しております。

　

(3) 販売実績

　

セグメントの名称
販売高

金額(百万円) 前年同期比(％)

ステンレス鋼、耐熱鋼その他各種金属製品の製造・加工・販売事

業
93,203 23.1

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　前年同期比(％)は、前年同期比増減率を記載しております。

３　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次の通りであります。
　

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

伊藤忠丸紅鉄鋼（株） 15,648 20.7 21,345 22.9

（株）メタルワン 8,455 11.2 9,804 10.5

住友商事（株） 11,235 14.8 7,025 7.5

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

日本金属工業株式会社(E01241)

有価証券報告書

 11/132



　

３ 【対処すべき課題】

今後につきましては、当期の黒字回復をステップに、更なる業績向上を目指すとともに、財務体質の強

化を図ってまいります。

今後も「中期経営計画２０１２」の方針（（２）基本方針の実現に資する取組みの具体的な内容　

２．「中期経営計画２０１２」等による企業価値向上への取組みに概要を記載）に沿った諸施策を強力

に推進し、これを実現いたします。主な施策は以下の通りです。

①高採算商品の更なる拡販

精密圧延品、鋼管製品、加工品（プレスプレート等）、独自鋼種など、高採算商品の比率を高め、マー

ジンの拡大を図ります。

②コスト削減

前期（平成23年３月期）までに実現したコスト削減の後退に歯止めをかけると共に、引き続き無駄

なコストの追求と生産・事務効率化による更なるコスト削減を実現すべく、全コストの細目管理を徹

底してまいります。

③海外展開

円高環境下においても安定収益を確保できる体質を目指し、積極的な海外展開を図ります。

本年１月、精密圧延品を核とする合弁販売会社（結進日金工精密金属股?有限公司）を設立いたし

ましたが、順調な立ち上がりを見せております。今後は、既存のシンガポール、マレーシア、タイの各拠

点と結ぶ東アジア・ネットワークを構築し、当社独自商品の拡充を進めてまいります。

　

また当社は、不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組みとして当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（「買収防衛策」といいます。）を導入してお

ります。

　

（１）基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益の確保・向上に資する者が望ましいと考えております。

もとより、当社は、上場企業である以上、当社株式の売買は、株主・投資家の皆様の自由な判断において

なされるのが原則であり、当社の株式に対する大規模な買付行為等が行われた場合においても、これに応

じるべきか否かの判断は、最終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えており、当社

株式に対する大規模な買付行為等であっても、当社の企業価値及び株主共同の利益に資するものであれ

ば、これを一概に否定するものではありません。

しかしながら、現時点における法制度、金融環境を前提とした場合、その目的・手法等から見て、真摯に

合理的な経営を目指すものではなく、会社に回復し難い損害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上

強要するおそれがあるもの、対象会社の株主や取締役会が買付けの条件等について検討し、あるいは対象

会社の取締役会が代替案を提示するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買付者の提

示した条件よりも有利な条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするものなど、当社の企業価値

又は株主共同の利益に資さない大規模な買付行為等が行われる可能性も否定できません。
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当社は、当社株式に対してこのような大規模な買付行為等を行う者は、例外的に当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者として適切でないと考えております。

　

（２）基本方針の実現に資する取組みの具体的な内容の概要

１．当社の企業価値の源泉

日本におけるステンレス鋼の歴史は1932年（昭和７年）に、当社が最初にステンレス鋼の国産化に成

功したことから始まります。それ以来、当社は常に新しい技術、設備の合理化、ステンレス鋼の用途開発に

努め、ステンレス鋼の専業メーカーとして広範な需要に応えてまいりました。

　　　当社の企業価値の源泉は

　　　①　ステンレス鋼専業メーカーとして、独自商品の開発力

　　  ②　先進的な生産設備の導入及び技術開発による高い生産性

　　　③　ステンレス鋼の加工センター、販売先、及び原料調達先との信頼関係

　　等にあると考えています。

　

２．「中期経営計画２０１２」等による企業価値向上への取組み

当社は、2010年度を初年度とする「中期経営計画２０１２」（2010年４月～2013年３月）を2010年４

月に策定いたしました。

本中期経営計画の概要は、以下の通りです。本計画を推進することにより、企業価値の向上を図ってま

いります。

［外部環境の認識及び当社の強み］

当社を取り巻く外部環境を次のように認識しております。

①中国・アジア新興国でのステンレスの需要拡大（IT、自動車分野が好調）及び、それに伴う 

  国内のステンレス需要の拡大（輸出企業向け、ただし国内建設・設備投資需要は低位横ばい）

②低賃金、スケールメリットを活かした海外ステンレスメーカー（中国を中心とした）の供給

  による汎用品のコスト競争の激化

③資源供給者の寡占化、中国の内需拡大による資源不足の影響で原料価格が高騰（Ni、Cr、鉄)

　

当社の強みを次のように認識しております。

①省Ni型Ｄシリーズ鋼（価格変動が小さい、高特性、高品質）

②精密圧延品（多種多様な製品群、低コスト生産）

③東南アジア地域の営業拠点の充実

（シンガポール：NIMS(S)、マレーシア：NIMS(M)、タイ：バンコク駐在員事務所の現地法人化)　　　

　
［経営方針］

外部環境及び当社の強みの認識を踏まえ、次のような経営方針にて取り組んでまいります。

①環境変化に対応し得る強固な経営基盤を確立し、信頼できる企業を目指す

②当社の強みを活かした新たな挑戦により、企業価値の向上を図る

③企業の社会的責任を果たしステークホルダーの満足度を高める
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［経営基盤の強化］

経営を取り巻く環境の変化に対応し得る強固な経営基盤を築くために、以下の方策に取り組んでまい

ります。

①組織力・販売力の強化　・・・　人材育成、経営の見える化、販売体制の見直し

②コアシリーズ商品の拡販　・・・　高付加価値品の拡大

③国際競争力を高めるための製造コスト削減　・・・　原料費、物流コスト等の削減

④販売戦略に対応した設備投資　・・・　コアシリーズ商品の拡大に繋がる設備投資

⑤国際会計基準への対応　・・・　退職給付制度の見直し

⑥財務体質の強化　・・・　安定した収益の確保、キャッシュ・フロー管理等

［新規事業展開］

今後、需要拡大が期待される中国及びアジア新興国への拡販を進めるにあたり、既存拠点の拡充、新規

拠点の整備、海外への設備投資又は海外メーカーとの提携を検討してまいります。なお、2011年1月、台湾

に、弊社及び伊藤忠丸紅鉄鋼㈱、現地メーカーによる合弁会社「結進日金工精密金属股?有限公司」を設

立いたしました。同社は、ステンレス精密圧延品を主に扱う販売会社です。

［ステークホルダーの満足度向上］

ステークホルダーの信頼及び満足を得るために以下のＣＳＲ活動に取り組んでまいります。

①コンプライアンス強化　・・・　社員に対するコンプライアンス教育の徹底等

②リスク管理　・・・　リスク管理委員会の活用による定期的なリスクの洗い出し

③ステークホルダーへの情報開示　・・・　相互コミュニケーション

④環境保全　・・・　リサイクル促進、鉄鋼副産物の有効利用、ＣＯ?排出量削減

　

以上の取り組みによって、当社は、ステンレス鋼を通して、快適で豊かな暮らしや社会づくりに貢献す

ることを目標に、今後ますます多様化する要望に応えていくため、絶えず研究と技術の向上に努め、全て

のステークホルダーから信頼される企業として、企業価値ひいては株主共同の利益の向上に努めてまい

ります。                   

これらの取組みは、上記（１）記載の基本方針の実現に資するものと考えております。

　

（３）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組みの具体的な内容の概要

当社取締役会は当社株式に対する大規模な買付行為等が一定の合理的なルールに従って行われること

が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保及び向上に資すると考え、大規模な買付行為等がなさ

れた場合における情報提供等に関する一定のルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を設定

するとともに、上記⑴に記載した基本方針に照らして不適切な者によって大規模な買付行為等がなされ

た場合には、それらの者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組みとして対抗措置を含めた対応策の導入を平成19年５月22日開催の取締役会において決議し、同年

の定時株主総会の承認をいただきました。

また、平成21年６月25日開催の当社第114回定時株主総会において、実質的に同一の内容による対応策

（以下、「本対応策」といいます。）の継続を承認いただきました。

本対応策の有効期間は、平成23年６月23日開催の当社第116回定時株主総会（以下「本定時株主総会」

といいます。）の終結の時まででありますので、当社は平成23年４月28日開催の取締役会において、本定

時株主総会の承認をいただくことを条件に、本対応策を実質的に同一の内容にて継続することを決定い

たしました。
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本対応策の対象となる当社株式等の買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とする

ことを目的とする当社株式等の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上と

なる当社株式等の買付行為（いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、また市

場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。以下、このような買付行為若しくはその

提案行為又はこれらに類似する行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行う者を「大規模

買付者」といいます。）とします。

当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、①事前に大規模買付者が当社取締役会に対して必要

かつ十分な情報を提供し、②当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始

する、というものです。

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社取締役会宛に、大規模買付ルールに

従う旨の誓約とともに意向表明書を当社指定の書式に従い日本語にてご提出いただきます。当社取締役

会は、意向表明書受領後、10営業日以内に株主の皆様の判断及び取締役会としての意見形成のために必要

かつ十分と考える情報（以下「大規模買付情報」といいます。）のリストを大規模買付者に対して交付

いたします。

当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が大規模買付情報の提供を完

了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）又は

90日間（その他の大規模買付行為の場合）を当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案

のための期間（以下「取締役会評価期間」といいます。）として与えられるべきものと考えます。従いま

して、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。

取締役会評価期間中、当社取締役会は、独立委員会に諮問し、また、弁護士、フィナンシャル・アドバイ

ザー等の独立した第三者である外部専門家の助言を受けながら、提供された大規模買付情報を十分に評

価・検討し、独立委員会からの勧告を最大限尊重した上で、当社取締役会としての意見を慎重にとりまと

め、開示いたします。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について

交渉し、当社取締役会として株主の皆様へ代替案を提示することもあります。

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、具体的な買付方法の如何にかかわらず、当社

取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、新株予約権無償割当て

等、会社法その他の法律及び当社定款上認められる対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する場合があ

ります。対抗措置の発動は、弁護士、フィナンシャル・アドバイザー等の独立した第三者である外部専門

家の助言を参考にし、かつ独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、当社取締役会が決定します。具体的

にいかなる手段を講じるかについては、その時点で最も適切と当社取締役会が判断したものを選択する

こととします。

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対で

あったとしても、反対意見の表明や代替案を提示することにより、株主の皆様を説得するに留め、原則と

して当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。大規模買付行為に応じるか否かは、株主の皆様

において、大規模買付者又は当社取締役会が提示する意見や代替案等をご検討のうえ、ご判断いただくこ

とになります。

　

但し、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が当社に回復し難い損

害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、弁護

士、フィナンシャル・アドバイザー等の独立した第三者である外部専門家の助言を参考にし、かつ独立委

員会の勧告を最大限尊重した上で、当社取締役の善管注意義務に基づき、当社の企業価値及び株主共同の

利益を守るため例外的に新株予約権無償割当て等、会社法その他の法律及び当社定款上認められる対抗
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措置をとることがあります。

本対応策を適正に運用し、当社取締役会の決定の合理性・公正性を担保するため、独立委員会規程を定

め、独立委員会を設置することとします。独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能

とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外取締役、社外監査役又は社外有識者のい

ずれかに該当する者の中から選任します。

当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮問し、

独立委員会は当社の企業価値及び株主共同の利益の向上の観点から大規模買付行為等について慎重に評

価・検討の上で当社取締役会に対し対抗措置を発動すべきか否か等に関する勧告を行うものとします。

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで対抗措置の発動について決定することとし

ます。

また、当社取締役会は、法令・証券取引所規則の改正・解釈の変更や司法判断の動向等を踏まえ、今後、

必要に応じて本対応策を変更することがあります。

当社取締役会は、本対応策が廃止又は変更された場合には、当該廃止又は変更の事実及び（変更の場合に

は）変更内容その他当社取締役会又は独立委員会が適切と認める事項について、速やかに開示いたしま

す。

　

（４）上記の取組みが、基本方針に沿うものであること、株主共同の利益を損なうものではないこと、及び

会社役員の地位の維持を目的とするものではないこと、並びにそれらの理由

上記（２）２．記載の、企業価値向上への取組みは、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保し、向

上させることを直接目的とするものであり、結果として、上記（１）記載の基本方針の実現に資するもの

です。

したがって、当該取組みは基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社

役員の地位の維持を目的とするものではございません。

上記（３）記載の、本対応策は、大規模買付ルールの内容、大規模買付行為がなされた場合の対応策、独

立委員会の設置、株主及び投資家の皆様に与える影響等を規定するものであり、大規模買付者が大規模買

付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供すること、及び当社取締役会のための

一定の評価期間が経過した後にのみ当該大規模買付行為を開始することを求め、これを遵守しない大規

模買付者に対して当社取締役会が対抗措置を講じることがあることを明記しています。

また、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、当該大規模買付者に対して当社取締役会は

当社の企業価値及び株主共同の利益を守るために対抗措置を講じることがあることを明記しています。

このように本対応策は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の

考え方に沿って設計されたものであるといえます。

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は、経済産業省及び法務省

が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する

指針」の定める三原則を充足しており、当社の株主共同の利益を尊重することを前提としています。本対

応策は、かかる基本方針の考え方に沿って設計され、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを

判断するために必要な情報や当社取締役会の意見の提供、代替案の提示を受ける機会の提供を保証する

ことを目的としております。本対応策によって、当社株主及び投資家の皆様は適切な投資判断を行うこと

ができますので、本対応策は当社の株主共同の利益を損なうものではなく、むしろその利益に資するもの

であると考えます。
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また、株主の皆様のご意向を反映するため、本対応策の継続については、定時株主総会の承認を経るこ

ととしております。さらに、本対応策の有効期間の満了前であっても、当社の株主総会で選任された取締

役により構成される取締役会において、本対応策を廃止する旨の決議がなされた場合には、本対応策はそ

の時点で廃止されることになり、本対応策の継続及び廃止は、株主の皆様のご意向に沿うものとなってお

り、この点でも本対応策は当社の株主共同の利益を損なうものではないと考えます。

本対応策は、大規模買付行為を受け入れるか否かが最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべ

きことを大原則としつつ、当社の企業価値及び株主共同の利益を守るために必要な範囲で大規模買付

ルールの遵守の要請や対抗措置の発動を行うものです。本対応策は、合理的かつ詳細な客観的要件が充足

されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための

仕組みが確保されております。

また、当社取締役会は単独で本対応策の延長を行うことはできず、当社株主の皆様の承認を要します。

さらに、大規模買付行為に関して当社取締役会が評価・検討、取締役会としての意見のとりまとめ、代

替案の提示、大規模買付者との交渉を行い、又は対抗措置を発動する際には、外部専門家等の助言を得る

とともに、当社の業務執行を行う経営陣から独立した社外者の委員で構成される独立委員会へ諮問し、同

委員会の勧告を最大限尊重するものとされています。

このように、本対応策には、当社取締役会による適正な運用を担保するための手続が盛り込まれていま

す。以上から、本対応策が当社役員の地位の維持を目的とするものでないことは明らかであると考えてお

ります。

　

この買収防衛策の詳細につきましては、平成23年４月28日付で「当社株式等の大規模買付行為に関す

る対応策（買収防衛策）の継続について」として公表いたしました。このプレスリリースの全文は、イン

ターネットの当社ウエブサイト(http://www.nikkinko.co.jp/)に掲載しております。

　

EDINET提出書類

日本金属工業株式会社(E01241)

有価証券報告書

 17/132



　

４ 【事業等のリスク】

　

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす事項として、以下のものが挙げられます。

①ステンレス鋼材の需給の変動

　　当社グループは、事業の100％近くがステンレス鋼・耐熱鋼に関連しているため、国際的なス

　テンレス鋼材の需給変動により、当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。      

②原材料価格の変動

　　ニッケル、クロム、モリブデン、購入屑等の原材料価格が国際的指標価格や資源需給により変

　動し、当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。      

③取引先の需要動向

　　当社グループの主要な販売先である建設業界、家電業界、自動車業界の需要の減少により、当

　社グループの業績に影響が生じる可能性があります。

④原材料調達

　　ニッケル、クロム、モリブデン、購入屑等の原材料調達先の業績不振、操業停止等に起因する

　原材料の供給停止・遅延等により、当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。

⑤海外情勢

　　当社グループの海外売上高は278億円であり、各地域での予期せぬ法令・税制の変更、政治・

　治安・経済情勢等のリスクにより、当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。　

⑥競合激化

　　ステンレス生産は中国をはじめ世界的に増加しておりますが、これら海外メーカーを含む競合

　先との競争激化により、当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。 

⑦事故等に起因する事業活動の停止       

  　当社グループの事業所が、大規模な台風・地震等の自然災害に見舞われた場合や重大な設備故

　障・労働災害等が発生した場合は、事業活動の停止・制約等により、当社グループの業績に影響

　が生じる可能性があります。

⑧環境規制

　　当社グループは、事業活動により発生する廃棄物や有害物質等について、環境関連法令の適用

　を受けながら適切に処理しておりますが、今後、ＣＯ?排出規制をはじめ、環境基準等が強化さ

　れた場合、新たな対策費用の発生、操業停止等により、当社グループの業績に影響が生じる可能

　性があります。

⑨コンプライアンス、内部統制

　　当社グループは、コンプライアンス(法令遵守)、財務報告の適正性確保をはじめ、適切な内部

　統制システムを構築し運用しておりますが、本システムの目的が完全に達成されることを保証す　

　るものではありません。従って、将来にわたり法令違反等が発生する可能性は皆無ではありませ

　ん。また法規制等の変更により、法令遵守のための費用が増加し、当社グループの業績に影響が

　生じる可能性があります。

⑩繰延税金資産

　　当社グループは、税効果会計の適用に当り、翌期以降の会計上の利益に対応させるべき税金を

　合理的に見積り繰延税金資産に計上しておりますが、繰延税金資産の回収可能性の検証結果によ

　っては取崩しにより当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。
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⑪退職給付債務

　　当社グループの退職給付費用及び債務は、期待収益率、割引率等数理計算上で設定される前提

　条件で算出しておりますが、これら前提条件の悪化により、当社グループの業績に影響が生じる

　可能性があります。

⑫保有有価証券の価値の変動    

　　当期末における当社グループの投資有価証券残高は76億円であり、投資先の業績不振、証券市

　場における市況の悪化等により、評価損が発生し、当社グループの業績に影響が生じる可能性が

　あります。

⑬為替相場の変動

　　当社グループは、製品の輸出、原料の輸入等で外貨建取引を行っているため、為替相場の変動

　により、当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。

⑭借入金に係る財務制限条項       

　　当社が複数の金融機関との間で締結している借入金に係る契約には財務制限条項が定められて

　おり、当社の連結純資産額及び連結経常損益が当該財務制限条項に抵触する場合は、借入先金融　

　機関の請求により、当該借入金について期限の利益を喪失する可能性があります。

⑮資金調達環境の変化

　　当社グループは、金融機関からの借入による資金調達を行っており、金利等の市場環境、資金

　需給の動向等の外部環境及び当社グループの業績動向により、金融機関から適時に必要とする借

　入を行うことができない場合、当社グループの資金調達に影響が生じる可能性があります。

　

　　なお、現時点では予測できない上記以外の事象により、当社グループの経営成績及び財務状態が

　影響を受ける場合があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

　

契約会社 相手会社 地域 契約の内容 契約年月日 契約期限

当社
結進材料科技股?有限公司 台湾 中国・アジアを中心とする

高品質な精密圧延品の販売
に関する合弁事業

平成22年11月18日 ─
伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 日本

　

６ 【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、研究開発本部に所属する商品開発部、研究部、分析部を主体として行い、

ステンレス鋼等の鋼種開発及び用途開発、製造技術の研究を推進しております。

当期の研究開発の概要は次の通りであります。

　

(1)独自鋼種の開発

ニッケル成分を低減しマンガンを添加したオーステナイト系ステンレス鋼のばね材用途の基礎研究と

特性調査を行い商品化に繋げました。

(2)ステンレス鋼等の研究及び用途開発

汎用ステンレス鋼の用途開発のために、成分や製造条件の見直しを行い、加工性、耐食性、耐熱性などの

特性を改善するための基礎研究を進めました。また、用途開拓のために市場製品の調査も行いました。

(3)ステンレス鋼等の製造技術の研究

熱延・冷延・精密圧延製品の品質改善に関する研究、及びコスト低減に関わる研究を引き続き行いま

した。
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(4)副産物資源化の研究

製鋼スラグなどの製造工程で発生する副産物資源化のため、特性調査及び再資源化できる性質の基礎

研究を進めました。

(5)分析技術の研究

原料や副産物に含まれる微量元素の分析精度向上と迅速化のための研究を進めました。

　

上記の他に、大学研究室、各種学会・協会との共同研究や交流を行い、当社の将来の基礎となる技術の獲

得にも努めました。なお、当期の研究開発費の総額は434百万円であります。

（注）上記研究開発費の総額には消費税等は含まれておりません。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当期の連結業績の概要は以下の通りです。

①売上高

設備稼働率（売上量ベース）は70％強の水準ではありましたが、急激な円高による採算悪化を最小

限に留めるべく輸出汎用品の受注抑制、高採算商品の拡販及び販売価格の是正を進めた結果、売上金額

は前期比23.1％増の932億円となりました。

②営業利益・経常利益

製品別採算管理の徹底、販売価格の是正及びコスト削減を強力に推進した結果、当期の営業利益は前

期比64億円改善の14億円、経常利益は同62億円改善の３億円となりました。

③税金等調整前当期純利益・当期純利益

特別利益として「相模原土地売却費用戻入益」３億円を計上し、税金等調整前当期純利益は前期比

63億円改善の５億円、当期純利益は前期比67億円改善の３億円となりました。

なお、本年３月11日に発生した東日本大震災による影響は軽微に止まりました。

　

(2) 財政状態の分析

当期の連結財政状態の概要は以下の通りです。

■資産

総資産は、前期末に比べて８億円増加し908億円となりました。

①流動資産

「現金及び預金」は８億円減少しましたが、足元の売上高の増加により「受取手形及び売掛金」

が７億円増加、原料価格等の上昇により「原材料及び貯蔵品」等のたな卸資産が39億円の増加、「そ

の他」が８億円増加した結果、流動資産は前期末に比べて45億円増加の420億円となりました。

②固定資産

「有形固定資産」は、設備投資を10億円実施し、減価償却費を48億円計上した結果、38億円減少、株

価下落に伴い「投資有価証券」が６億円減少、「その他」が７億円増加した結果、固定資産は前期末

に比べ36億円減少の487億円となりました。
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■負債

負債合計は、前期末とほぼ同額の687億円となりました。

①流動負債

たな卸資産等の増加により「支払手形及び買掛金」が４億円増加、「短期借入金」が24億円増加、

「１年内償還予定の社債」が償還70億円及び「社債」からの振替57億円により13億円減少、「未払

金」が５億円減少、「未払費用」が３億円減少した結果、流動負債は前期末に比べて６億円増加し、

459億円となりました。

②固定負債

「社債」は「１年内償還予定の社債」への振替により57億円の減少、「長期借入金」は117億円の

新規調達を行いましたが、約定返済５億円及び「短期借入金」への振替61億円により50億円の増加

となり、この結果、固定負債は前期末に比べ５億円減少し、228億円となりました。

■純資産

純資産合計は、前期末に比べ７億円増加し、220億円となりました。この結果、自己資本比率は前期比

0.6％ポイント改善し24.3％となりました。

①株主資本

当社は、平成22年12月16日を割当日とする野村證券株式会社に対する第三者割当方式による第１

回乃至第６回行使価額修正条項付新株予約権を発行し、平成23年１月21日に第１回５億円、３月16日

に第２回５億円の内3.5億円が行使されたことにより、「資本金」が４億円増加、「資本準備金」が

４億円増加しました。また、「利益剰余金」は当期純利益により３億円増加しております。 

この結果、株主資本合計は前期末に比べ11億円増加し、222億円となりました。

②その他の包括利益累計額

「その他有価証券評価差額金」が５億円減少し、「為替差額調整勘定」が１億円増加した結果、そ

の他の包括利益累計額合計は前期末に比べ４億円減少し、△１億円となりました。

　

(3)キャッシュ・フローの状況の分析

キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要(2）キャッシュ・フ

ローの状況」に記載の通りです。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度は、生産性向上等を目的に、ステンレス鋼、耐熱鋼その他各種金属製品の製造・加工・販

売部門において1,080百万円の設備投資を実施いたしました。

　なお、主要な設備の除却又は売却はありません。
　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成23年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員
(名)土地

(面積㎡)
建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

その他 計

衣浦製造所
(愛知県碧南市)

ステンレス鋼、
耐熱鋼その他
各種金属製品
の製造・加工
・販売

ステンレス鋼、
耐熱鋼製造設
備他

5,895
(678,088)

13,02717,179 512 36,614517

(注) １　帳簿価額「その他」は、工具器具及び備品及びリース資産であります。なお、帳簿価額には建設仮勘定の金額は

含まれておりません。

２　福利厚生施設のうち同一市内に所在するものについては上記帳簿価額に含めております。

３　現在休止中の主要な設備はありません。

４　上記金額には消費税等は含まれておりません。
　

(2) 国内子会社

平成23年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員
(名)土地

(面積㎡)
建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

その他 計

日金工鋼管㈱
本社・工場
(愛知県碧南市)ステンレス鋼、

耐熱鋼その他
各種金属製品
の製造・加工
・販売

溶接鋼管製造
・加工設備

―
(―)

16 858 16 891 76

日金加工㈱
本社・工場
(愛知県碧南市)

ステンレス鋼
加工設備、染色
機械等の製造
設備

―
(―)

111 484 33 628 70

(注) １　帳簿価額「その他」は、工具器具及び備品であります。なお、帳簿価額には建設仮勘定の金額は含まれておりま

せん。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　上記金額には消費税等は含まれておりません。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1)重要な設備の新設等

   平成23年３月31日現在において、以下の重要な設備のリプレースの計画があります。

会社名 事業所名 設備の内容
投資予定額
(百万円)

資金調達方法 完了予定時期
完成後の
増加能力

日本金属工業（株)
衣浦製造所　　　
（愛知県碧南市）

製鋼工場 15,000
借入金及び　　
自己資金

平成23年10月　
以降

―

(注) １　上記設備投資計画は、当初平成22年10月に稼動開始予定でありましたが、需要環境の悪化等により、平成   　　

   23年10月以降に延期する旨を、平成21年３月19日に東京証券取引所に発表しております。

２　上記金額には消費税等は含まれておりません。
　

(2)重要な設備の除却等

　 平成23年３月31日現在において、以下の重要な設備の譲渡の計画があります。

会社名 所在地 事業部門の名称
売却土地の
帳簿価額
(百万円)

売却土地の
面積(㎡)

日本金属工業（株） 神奈川県相模原市 遊休地 ４ 6,160

(注) 　上記遊休地は、平成17年７月26日に相模原市と調印いたしました「都市再生緊急整備地域内の開発に関する基　 

本協定書と確認書」に基づき、平成23年４月１日付にて相模原市に無償譲渡をいたしました。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】
(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 340,000,000

計 340,000,000

　
② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成23年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年６月23日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 185,605,475185,605,475
東京証券取引所
市場第一部

　１単元の株式数は1,000株
　であります。

計 185,605,475185,605,475― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

当社は、会社法に基づき平成22年11月26日開催の取締役会において決議いたしました「第１回乃至第６

回新株予約権(行使価額修正条項付新株予約権)」を発行していますが、各回に共通する事項は以下の通り

です。

(なお、以下では、各回新株予約権を個別に「本新株予約権」といい、第１回乃至第６回新株予約権を総称

して又は個別に「本件新株予約権」といいます。)

　

　
事業年度末

(平成23年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の数(個)
10
(第２回３、第３回乃至第６回の合計43)

10
(第２回３、第３回乃至第６回の合計43)

新株予約権のうち自己
新株予約権の数

該当事項はありません 同左

新株予約権の目的となる
株式の種類

当社普通株式
当社普通株式の内容は、完全議決権株式で株
主の権利に特に制限のない株式
単元株式数1,000株

同左
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事業年度末

(平成23年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の目的となる
株式の数(株）

本新株予約権１個の行使請求により当社が
当社普通株式を交付する数（以下「交付株
式数」という。）は、50,000,000円（以下
「出資金額」という。）を行使価額（別記
「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２
項に定義する。）で除して得られる最大整数
とし、本新株予約権複数個の行使請求により
当社が当社普通株式を交付する数は、行使請
求の対象となった本新株予約権の数に出資
金額を乗じた金額（以下「出資金総額」と
いう。）を行使価額で除して得られる最大整
数とする（１株未満の端数を生じたときは
これを切り捨て、現金による調整は行わな
い。）。なお、本新株予約権の目的たる株式の
総数の上限は、本新株予約権の総数に出資金
額を乗じた金額を行使価額で除して得られ
る最大整数となる。

同左

ただし、別記「新株予約権の行使時の払込金
額」欄第３項または第４項に従い、行使価額
が修正または調整された場合は、本新株予約
権の目的たる株式の総数は変更される。

新株予約権の行使時の
払込金額(円)

１　本新株予約権１個の行使に際して出資さ
れる財産の価額は、別記「新株予約権の目
的となる株式の数」欄に定める出資金額
とする。なお、修正開始日（本欄第３項第
(1)号に定義する。）後の包括行使請求
（各本新株予約権につき、別記「新株予約
権の行使の条件」欄第２項第(1)号に定め
る条件が成就した場合に効力を生じる行
使請求として、出資金額を本新株予約権１
個あたりの行使に際して出資される財産
の価額とし、権利行使最終期日（別記「新
株予約権の行使期間」欄第１項に定義す
る。）において有効な交付株式数を本新株
予約権１個あたりの交付株式数として株
式の交付を受けることを意図する行使請
求。別記（注）８「新株予約権の行使請求
及び払込みの方法」第８項第(4)号に定義
する。）または個別行使請求（包括行使請
求が行われた本新株予約権について、新株
予約権者が、当該本新株予約権に係る包括
行使請求の効力発生日となる権利行使最
終期日を待たずに、別記「新株予約権の行
使期間」欄第２項に定める個別行使期間
内において、出資金額を本新株予約権１個
あたりの行使に際して出資される財産の
価額とし、各行使請求の時点において有効
な交付株式数を本新株予約権１個あたり
の交付株式数として株式の交付を受ける
ことを意図して行う行使請求。別記（注）
８「新株予約権の行使請求及び払込みの
方法」第８項第(5)号に定義する。）に基
づく本新株予約権の行使に際して新株予
約権１個につき出資される財産の価額も
これと同額とする。

同左

２　本新株予約権の行使により交付する当社
普通株式の数を算定するにあたり用いら
れる当社普通株式１株あたりの価額（以
下「行使価額」という。）は、当初132円と
する。ただし、本欄第３項または第４項に
従い、修正または調整される。
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事業年度末

(平成23年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の行使時の
払込金額(円)

３　行使価額の修正
(1) 当社は、平成22年12月17日以降、平成24年
12月14日までの間（以下「行使価額修正
期間」という。）、①当社取締役会が資金
調達のために必要と認め、かつ、②行使価
額修正の決定（以下に定義する。）を行っ
た日（以下「行使価額修正決議日」とい
う。）の前銀行営業日まで（当日を含
む。）の５連続取引日（ただし、終値（気
配表示を含む。以下同じ。）のない日は除
き、行使価額修正決議日の前銀行営業日が
取引日でない場合には、行使価額修正決議
日の前銀行営業日の直前の取引日までの
５連続取引日とする。）の株式会社東京証
券取引所における当社普通株式の普通取
引の毎日の終値の平均値の92％に相当す
る金額（円位未満小数第２位まで算出し、
その小数第２位を切り捨てる。）が下限行
使価額（本項第(2)号に定義する。）以上
である場合には、修正開始日（修正開始日
行使価額算定期間（以下に定義する。）の
最終日の翌銀行営業日をいい、以下「修正
開始日」という。）以降、本新株予約権の
要項に従って本新株予約権の行使価額が
修正される旨を決定（以下「行使価額修
正の決定」という。）することができ、こ
の決定を行った場合には、当社は、行使価
額修正決議日に、下限行使価額（なお、本
欄第４項第(1)号乃至第(4)号による調整
を受けない限り、88円である。）および行
使価額修正の決定が行われたことを新株
予約権原簿に記載された各新株予約権者
に通知するものとする。

(2) 行使価額修正の決定が行われた場合、行
使価額は、①修正開始日（当日を含む。）
から修正開始日の翌月の第２金曜日まで
（当日を含む。）の期間においては、行使
価額修正決議日の翌銀行営業日から（当
日を含む。）の５連続取引日（ただし、終
値のない日は除き、行使価額修正決議日の
翌銀行営業日が取引日でない場合には、行
使価額修正決議日の翌銀行営業日の直後
の取引日からの５連続取引日とする。以下
「修正開始日行使価額算定期間」とい
う。）の株式会社東京証券取引所における
当社普通株式の普通取引の毎日の終値の
平均値の92％に相当する金額（円位未満
小数第２位まで算出し、その小数第２位を
切り捨てる。以下「修正開始日行使価額」
という。）に修正され、また、②修正開始日
の翌月の第２金曜日の翌日以後において
は、毎月第２金曜日（初回を修正開始日の
翌月の第２金曜日とし、以下「決定日」と
いう。）の翌日以降、決定日まで（当日を
含む。）の５連続取引日（ただし、終値の
ない日は除き、決定日が取引日でない場合
には、決定日の直前の取引日までの５連続
取引日とする。以下「修正後行使価額算定
期間」という。）の株式会社東京証券取引
所における当社普通株式の普通取引の毎
日の終値の平均値の92％に相当する金額
（円位未満小数第２位まで算出し、その小
数第２位を切り捨てる。）に修正され、上
記①および②に従って修正された後の行
使価額を以下「修正後行使価額」という。

同左
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提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の行使時の払
込金額(円)

   なお、修正開始日行使価額算定期間または
修正後行使価額算定期間内に、本欄第４項
第(2)号または第(4)号で定める行使価額
の調整事由が生じた場合には、修正後行使
価額は、本新株予約権の要項に従い当社が
適当と判断する値に調整される。　　　　　　　　
  ただし、かかる算出の結果、修正後行使
価額が88円（ただし、本欄第４項第(1)号
乃至第(4)号による調整を受ける。以下
「下限行使価額」という。）を下回る場合
には、修正後行使価額は下限行使価額と
し、修正後行使価額が220円（ただし、本欄
第４項第(1)号乃至第(4)号による調整を
受ける。以下「上限行使価額」という。）
を上回る場合には、修正後行使価額は上限
行使価額とする。

(3) 修正開始日以後、５連続取引日（ただし、
終値のない日は除く。）の株式会社東京証
券取引所における当社普通株式の普通取
引の毎日の終値の全てが下限行使価額を
下回った場合、当該５連続取引日の最終日
の翌日以降、行使価額は、当該修正開始日
の前日において有効であった行使価額
（ただし、当該日の翌日以降、本欄第４項
第(2)号または第(4)号で定める行使価額
の調整事由が生じた場合には、本欄第４項
第(1)号乃至第(4)号による調整を受け
る。）に修正される。なお、当該修正後、本
項第(1)号に基づく行使価額修正の決定が
行われるまで、本項第(2)号に定める行使
価額の修正は行わないものとする。

(4) 当社は、行使価額修正期間中、①本項第
(1)号に基づく行使価額修正の決定が行わ
れていない場合、または②本項第(3)号に
基づき修正開始日の前日において有効で
あった行使価額に修正され、その後行使価
額修正の決定が行われていない場合には、
本項第(1)号に基づく行使価額修正の決定
を行うことができる。

(5) 本項第(1)号乃至第(3)号により行使価額
の修正を行うときは、当社は、あらかじめ
書面によりその旨、修正前の行使価額、修
正後行使価額およびその適用の日その他
必要な事項を新株予約権原簿に記載され
た各新株予約権者に通知する。

４　行使価額の調整
(1) 当社は、本新株予約権の発行後、本項第
(2)号に掲げる各事由により当社普通株式
数に変更を生じる場合または変更を生ず
る可能性がある場合は、次に定める算式
（以下「行使価額調整式」という。）を
もって行使価額を調整する。

 

　 　 　 　
既発行

普通

株式数

＋

交付普

通株式

数

×

１株当た

りの払込

金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数
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事業年度末

(平成23年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の行使時の
払込金額(円)

(2) 行使価額調整式により本新株予約権の行
使価額の調整を行う場合およびその調整
後の行使価額の適用時期については、次に
定めるところによる。
①　時価（本項第(3)号②に定義する。以
下同じ。）を下回る払込金額をもっ
て当社普通株式を交付する場合（た
だし、当社の発行した取得条項付株
式、取得請求権付株式もしくは取得
条項付新株予約権（新株予約権付社
債に付されたものを含む。）の取得
と引換えに交付する場合または当社
普通株式の交付を請求できる新株予
約権（新株予約権付社債に付された
ものを含む。）その他の証券もしく
は権利の転換、交換または行使によ
る場合を除く。）
調整後の行使価額は、払込期日（募
集に際して払込期間が設けられたと
きは当該払込期間の最終日とする。
以下同じ。）の翌日以降、当社普通株
式の株主（以下「当社普通株主」と
いう。）に割当てを受ける権利を与
えるための基準日がある場合は、そ
の日の翌日以降、これを適用する。

②　当社普通株式の株式分割または当社
普通株式の無償割当てをする場合
調整後の行使価額は、当社普通株式
の株式分割のための基準日の翌日以
降、当社普通株式の無償割当ての効
力発生日の翌日以降、これを適用す
る。ただし、当社普通株式の無償割当
てについて、当社普通株主に割当て
を受ける権利を与えるための基準日
がある場合は、その日の翌日以降、こ
れを適用する。

③　取得請求権付株式であって、その取得
と引換えに時価を下回る対価（本項
第(3)号⑤に定義する。以下同じ。）
をもって当社普通株式を交付する定
めがあるものを発行する場合（無償
割当ての場合を含む。）、または時価
を下回る対価をもって当社普通株式
の交付を請求できる新株予約権（新
株予約権付社債に付されたものを含
む。）その他の証券もしくは権利を
発行する場合（無償割当ての場合を
含む。）（ただし、本新株予約権以外
の本件新株予約権の発行を除く。）
調整後の行使価額は、発行される取
得請求権付株式、新株予約権（新株
予約権付社債に付されたものを含
む。）その他の証券または権利（以
下「取得請求権付株式等」とい
う。）の全てが当初の条件で転換、交
換または行使された場合に交付され
ることとなる当社普通株式の株式数
を行使価額調整式の「交付普通株式
数」とみなして行使価額調整式を準
用して算出するものとし、払込期日
（新株予約権（新株予約権付社債に
付されたものを含む。）の場合は割
当日）または無償割当ての効力発生
日の翌日以降、これを適用する。ただ
し、当社普通株主に割当てを受ける
権利を与えるための基準日がある場
合は、その日の翌日以降、これを適用
する。

同左
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(平成23年５月31日)

新株予約権の行使時の
払込金額(円)

上記にかかわらず、転換、交換または
行使に際して交付される当社普通株
式の対価が取得請求権付株式等が発
行された時点で確定していない場合
は、調整後の行使価額は、当該対価の
確定時点で発行されている取得請求
権付株式等の全てが当該対価の確定
時点の条件で転換、交換または行使
された場合に交付されることとなる
当社普通株式の株式数を行使価額調
整式の「交付普通株式数」とみなし
て行使価額調整式を準用して算出す
るものとし、当該対価が確定した日
の翌日以降これを適用する。

④　当社の発行した取得条項付株式また
は取得条項付新株予約権（新株予約
権付社債に付されたものを含む。）
の取得と引換えに時価を下回る対価
をもって当社普通株式を交付する場
合
調整後の行使価額は、取得日の翌日
以降これを適用する。
上記にかかわらず、上記取得条項付
株式または取得条項付新株予約権
（新株予約権付社債に付されたもの
を含む。）（以下「取得条項付株式
等」という。）に関して当該調整前
に本号③または⑤による行使価額の
調整が行われている場合には、上記
交付が行われた後の完全希薄化後普
通株式数（本項第(3)号⑥に定義す
る。以下同じ。）が、（ⅰ）上記交付
の直前の既発行普通株式数（本項第
(3)号③に定義する。以下同じ。）を
超えるときに限り、調整後の行使価
額は、当該超過する株式数を行使価
額調整式の「交付普通株式数」とみ
なして、行使価額調整式を準用して
算出するものとし、（ⅱ）上記交付
の直前の既発行普通株式数を超えな
い場合は、本④の調整は行わないも
のとする。

⑤　取得請求権付株式等の発行条件に従
い、当社普通株式１株あたりの対価
（本⑤において「取得価額等」とい
う。）の下方修正等が行われ（本項
第(2)号または第(4)号と類似の希薄
化防止条項に基づく調整の場合を除
く。）、当該下方修正等が行われた後
の当該取得価額等が、当該修正が行
われる日（以下「修正日」とい
う。）における時価を下回る価額に
なる場合（ただし、本新株予約権以
外の本件新株予約権の行使価額の修
正の場合を除く。）
（ⅰ）当該取得請求権付株式等に関

し、本号③による行使価額の調
整が修正日前に行われていない
場合、調整後の行使価額は、修正
日に残存する取得請求権付株式
等の全てが修正日時点の条件で
転換、交換または行使された場
合に交付されることとなる当社
普通株式の株式数を行使価額調
整式の「交付普通株式数」とみ
なして本号③の規定を準用して
算出するものとし、修正日の翌
日以降、これを適用する。
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新株予約権の行使時
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（ⅱ）当該取得請求権付株式等に関
し、本号③または上記（ⅰ）に
よる行使価額の調整が修正日前
に行われている場合で、修正日
に残存する取得請求権付株式等
の全てが修正日時点の条件で転
換、交換または行使され当社普
通株式が交付されたものとみな
したときの完全希薄化後普通株
式数が、当該修正が行われな
かった場合の既発行普通株式数
を超えるときには、調整後の行
使価額は、当該超過する株式数
を行使価額調整式の「交付普通
株式数」とみなして、行使価額
調整式を準用して算出するもの
とし、修正日の翌日以降これを
適用する。なお、１か月間に複数
回の取得価額等の修正が行われ
る場合には、調整後の行使価額
は、当該修正された取得価額等
のうちの最も低いものについ
て、行使価額調整式を準用して
算出するものとし、当該月の末
日の翌日以降これを適用する。

⑥　本号①乃至③の各取引において、当社
普通株主に割当てを受ける権利を与
えるための基準日が設定され、かつ、
各取引の効力の発生が当該基準日以
降の株主総会、取締役会その他当社
の機関の承認を条件としているとき
には、本号①乃至③にかかわらず、調
整後の行使価額は、当該承認があっ
た日の翌日以降これを適用するもの
とする。
この場合において、当該基準日の翌
日から当該取引の承認があった日ま
でに、本新株予約権を行使した新株
予約権者に対しては、次の算出方法
により、当社普通株式を交付するも
のとする。ただし、株式の交付につい
ては別記（注）11(2)の規定を準用
する。

 

株式数 ＝

(調整前

行使価額
－

調整後

行使価額)
×

調整前行使

価額により

当該期間内

に交付され

た株式数

調整後行使価額

この場合に１株未満の端数を生じた
ときはこれを切り捨て、現金による
調整は行わない。

⑦　本号①乃至⑤に定める証券または権
利に類似した証券または権利が交付
された場合における調整後の行使価
額は、本号①乃至⑥の規定のうち、当
該証券または権利に類似する証券ま
たは権利についての規定を準用して
算出するものとする。
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(3) ①　行使価額調整式の計算については、円
位未満小数第２位まで算出し、その
小数第２位を切り捨てる。

②　行使価額調整式および本項第(2)号に
おいて「時価」とは、調整後の行使
価額を適用する日（ただし、本項第
(2)号⑥の場合は基準日）に先立つ
45取引日目に始まる30取引日の株式
会社東京証券取引所における当社普
通株式の普通取引の毎日の終値の平
均値（終値のない日数を除く。）と
する。この場合、平均値の計算は、円
位未満小数第２位まで算出し、その
小数第２位を切り捨てる。

③　行使価額調整式および本項第(2)号に
おいて「既発行普通株式数」とは、
当社普通株主に割当てを受ける権利
を与えるための基準日が定められて
いる場合はその日、また当該基準日
が定められていない場合は、調整後
の行使価額を適用する日の１か月前
の日における当社の発行済普通株式
数から当該日における当社の有する
当社普通株式数を控除し、当該行使
価額の調整前に、本項第(2)号または
第(4)号に基づき「交付普通株式
数」とみなされた当社普通株式のう
ち未だ交付されていない当社普通株
式の株式数を加えるものとする。

④　当社普通株式の株式分割が行われる
場合には、行使価額調整式で使用す
る「交付普通株式数」は、基準日に
おける当社の有する当社普通株式に
関して増加した当社普通株式の数を
含まないものとする。

⑤　本項第(2)号において「対価」とは、
当該株式または新株予約権（新株予
約権付社債に付されたものを含
む。）の発行に際して払込みがなさ
れた額（本項第(2)号③における新
株予約権（新株予約権付社債に付さ
れたものを含む。）の場合には、その
行使に際して出資される財産の価額
を加えた額とする。）から、その取得
または行使に際して当該株式または
新株予約権の所持人に交付される金
銭その他の財産（当社普通株式を除
く。）の価額を控除した金額を、その
取得または行使に際して交付される
当社普通株式の数で除した金額をい
い、当該行使価額の調整においては、
当該対価を行使価額調整式における
１株あたりの払込金額とする。
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⑥　本項第(2)号において「完全希薄化後
普通株式数」とは、調整後の行使価
額を適用する日の１か月前の日にお
ける当社の発行済普通株式数から、
当該日における当社の有する当社普
通株式数を控除し、（ⅰ）（本項第
(2)号④においては）当該行使価額
の調整前に、本項第(2)号または第
(4)号に基づき「交付普通株式数」
とみなされた当社普通株式のうち未
だ交付されていない当社普通株式の
株式数（ただし、当該行使価額の調
整前に、当該取得条項付株式等に関
して「交付普通株式数」とみなされ
た当社普通株式のうち未だ交付され
ていない当社普通株式の株式数を除
く。）および当該取得条項付株式等
の取得と引換えに交付されることと
なる当社普通株式の株式数を加え、
また（ⅱ）（本項第(2)号⑤におい
ては）当該行使価額の調整前に、本
項第(2)号または第(4)号に基づき
「交付普通株式数」とみなされた当
社普通株式のうち未だ交付されてい
ない当社普通株式の株式数（ただ
し、当該行使価額の調整前に、当該取
得請求権付株式等に関して「交付普
通株式数」とみなされた当社普通株
式のうち未だ交付されていない当社
普通株式の株式数を除く。）および
修正日に残存する当該取得請求権付
株式等の全てが修正日時点の条件で
転換、交換または行使された場合に
交付されることとなる当社普通株式
の株式数を加えるものとする。

(4) 本項第(2)号で定める行使価額の調整を
必要とする場合以外にも、次に掲げる場合
には、当社は、必要な行使価額の調整を行
う。
①　株式の併合、資本金の減少、当社を存
続会社とする合併、他の会社が行う
吸収分割による当該会社の権利義務
の全部または一部の承継、または他
の株式会社が行う株式交換による当
該株式会社の発行済株式の全部の取
得のために行使価額の調整を必要と
するとき。

②　当社普通株主に対する他の種類株式
の無償割当てのために行使価額の調
整を必要とするとき。

③　その他当社普通株式数の変更または
変更の可能性が生じる事由の発生に
より行使価額の調整を必要とすると
き（ただし、本新株予約権以外の本
件新株予約権の行使価額の調整の場
合を除く。）。

④　行使価額を調整すべき事由が２つ以
上相接して発生し、一方の事由に基
づく調整後の行使価額の算出にあた
り使用すべき時価につき、他方の事
由による影響を考慮する必要がある
とき。

同左
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事業年度末

(平成23年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の行使時の
払込金額(円)

(5) 本項第(1)号乃至第(4)号により行使価額
の調整を行うときは、当社は、あらかじめ
書面によりその旨ならびにその事由、調整
前の行使価額、調整後の行使価額およびそ
の適用の日その他必要な事項を新株予約
権原簿に記載された各新株予約権者に通
知する。ただし、本項第(2)号⑥の場合その
他適用の日の前日までに前記の通知を行
うことができないときは、適用の日以降速
やかにこれを行う。

同左

新株予約権の行使期間

１　平成22年12月17日から平成25年12月16日
までの期間（以下、当該期間の最終日を
「権利行使最終期日」という。）とする。
ただし、平成25年12月16日が銀行営業日で
ない場合にはその前銀行営業日を権利行
使最終期日とする。

２　本欄第１項に拘わらず、包括行使請求は、
権利行使最終期日を行使する日として行
うものとし、別記「新株予約権の行使時の
払込金額」欄第３項第(1)号に基づく各行
使価額修正の決定に際して、当該決定に係
る行使価額修正決議日から修正開始日ま
での期間（以下「包括行使請求書提出期
間」という。）において、包括行使にかか
る行使請求書を提出するものとする。個別
行使請求を行う期間は、当該決定に係る修
正開始日から権利行使最終期日の前銀行
営業日（ただし、別記「新株予約権の行使
時の払込金額」欄第３項第(3)号により行
使価額が修正され、その後行使価額修正の
決定が行われていない場合、当該修正がな
された日の前銀行営業日）までの期間
（以下「個別行使可能期間」という。）と
する。

同左

新株予約権の行使により
株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本
組入額(円)

１　新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式１株の発行価格
本新株予約権１個の行使により発行する
当社普通株式１株の発行価格は 、
50,119,750円（本新株予約権１個の発行
価格と出資金額を合計した金額）を、当該
行使請求の時点（包括行使請求の場合は
別記「新株予約権の行使期間」欄第１項
に定める権利行使最終期日）において有
効な交付株式数で除した金額となり、本新
株予約権複数個の行使により発行する当
社普通株式１株の発行価格は、行使請求の
対象となった本新株予約権の数に
50,119,750円（本新株予約権１個の発行
価格と出資金額を合計した金額）を乗じ
た金額を、当該行使請求の時点（包括行使
請求の場合は別記「新株予約権の行使期
間」欄第１項に定める権利行使最終期
日）において有効な交付株式数で除した
金額となる。

２　新株予約権の行使により株式を発行する
場合における増加する資本金および資本
準備金
本新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の増加する資本金の額は、会社計算
規則第17条の定めるところに従って算出
された資本金等増加限度額に0.5を乗じた
金額とし、計算の結果１円未満の端数を生
ずる場合は、その端数を切り上げるものと
する。増加する資本準備金の額は、資本金
等増加限度額より増加する資本金の額を
減じた額とする。

同左
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事業年度末

(平成23年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の行使の条件

１　各本新株予約権の一部行使はできないも
のとする。

２ (1) 包括行使請求には、その対象となる各
本新株予約権につき、権利行使最終期日の
前銀行営業日までに、個別行使請求がなさ
れず、本欄第５項第(1)号に定めるいずれ
の事由も発生せず、別記「新株予約権の行
使時の払込金額」欄第３項第(3)号に定め
る事由も発生せず、別記（注）10「自己新
株予約権の取得の事由及び取得の条件」
第(1)号または第(2)号に定めるいずれの
取得も行われず、かつ本新株予約権が消滅
していない場合に効力を生じる旨の条件
を付すものとする。
(2) 包括行使請求を行う新株予約権の個
数については、新株予約権者の任意の選択
によるものとし、新株予約権者は、包括行
使請求を行う場合、出資金額に包括行使請
求に基づき権利行使を希望する本新株予
約権の個数を乗じた金額を、包括行使請求
書提出期間内に、現金にて別記（注）９
「新株予約権の行使請求の受付場所、取次
場所及び払込取扱場所」第(4)号に定める
決済取扱場所に払い込むものとする。
(3) 権利行使最終期日の前銀行営業日に
本項第(1)号に定める包括行使請求に付さ
れた条件が成就した場合には、包括行使請
求がなされた際に決済取扱場所に払い込
まれた金銭から包括行使請求に付された
条件が成就した本新株予約権の個数に出
資金額を乗じた金額が、権利行使最終期日
において、決済取扱場所から別記（注）９
「新株予約権の行使請求の受付場所、取次
場所及び払込取扱場所」第(3)号に定める
払込取扱場所の指定口座に、当該包括行使
請求の対象となる本新株予約権の出資金
額に係る払込金として払い込まれるもの
とする。
(4) 包括行使請求書提出期間内に、新株予
約権者が包括行使にかかる行使請求書を
提出しなかった場合には、新株予約権者
は、当該包括行使にかかる行使請求書を提
出しなかった本新株予約権につき、以後包
括行使請求その他の一切の行使請求を行
うことができないものとする。

３ (1) 別記（注）11「新株予約権行使の効
力発生時期等」第(1)号に従い個別行使請
求の効力が生じた場合には、当該個別行使
請求に対応する個数の本新株予約権に係
る包括行使請求は効力が発生しないこと
が確定する。
(2) 新株予約権者は、かかる個別行使請求
の効力発生以後、権利行使最終期日の前銀
行営業日（ただし、別記「新株予約権の行
使時の払込金額」欄第３項第(3)号により
行使価額が修正された場合、当該修正がな
された日の前銀行営業日）に至るまで、包
括行使請求に係る行使請求書が提出され
た本新株予約権の総数から当該個別行使
請求が行われた本新株予約権の個数を控
除した残数の本新株予約権に限り、引き続
き、個別行使請求を行うことができ、その
後もまた同様とする。

同左
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事業年度末

(平成23年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の行使の条件

４ 別記「新株予約権の行使時の払込金額」
欄第３項第(3)号により行使価額が修正さ
れた場合、当該修正がなされた日において
個別行使請求がなされていない個数の本
新株予約権に係る包括行使請求は、当該修
正がなされた日に効力が発生しないこと
が確定し、当該効力が発生しないことが確
定した包括行使請求に係る本新株予約権
の個数に出資金額を乗じた金額が、決済取
扱場所から新株予約権者に速やかに返還
されるものとする。

５ (1) 以下の（ⅰ）乃至（ⅲ）のいずれか
の事由が生じた場合には、新株予約権者
は、残存する本新株予約権全部につき、以
後その行使請求を行うことができないも
のとする。なお、以下の（ⅰ）乃至（ⅲ）
のいずれかの事由が生じた場合には、当社
は速やかに新株予約権原簿に記載された
各新株予約権者に通知する。
（ⅰ）当社が支払の停止に至った場合ま
たは当社につき破産手続開始、民事
再生手続開始、会社更生手続開始、特
別清算開始もしくはこれらに準じる
法的清算・再建手続の申立がなされ
た場合もしくは裁判所もしくは監督
官庁によりかかる手続開始の前提行
為が行われた場合

（ⅱ）当社が手形交換所の取引停止処分
を受けた場合

（ⅲ）当社の重要な財産が差し押さえら
れた場合

(2) 本項第(1)号のいずれかの事由が生じ
た場合において、包括行使請求に基づく出
資金額が決済取扱場所に払い込まれてい
たときは、包括行使請求は、当該事由発生
時において残存する本新株予約権につき
効力が発生しないことが確定し、当該事由
発生後遅滞なく、残存する本新株予約権の
個数に出資金額を乗じた金額が決済取扱
場所から新株予約権者に返還されるもの
とする。

同左

新株予約権の譲渡に
関する事項

本新株予約権の譲渡による取得については、
当社取締役会の決議による当社の承認を要
するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 該当事項はありません 同左

組織再編成行為に伴う
新株予約権の交付に
関する事項

該当事項はありません 同左
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（注）

１.本件新株予約権は、企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第８項に規定する行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等に該当します。

 

２.本件新株予約権の特質は以下の通りです。

(1) 本件新株予約権の行使により交付される当社普通株式数は、行使価額の修正にともなって変動する仕組みと

なっているため、修正開始日行使価額算定期間または修正後行使価額算定期間（それぞれ別記「新株予約権の行

使時の払込金額」欄第３項第(2)号に定義する。）に株価が下落し、修正後行使価額（別記「新株予約権の行使時

の払込金額」欄第３項第(2)号に定義する。）が当初行使価額（132円）を下回った場合には、交付される株式数

が増加いたします。

(2)本件新株予約権の行使価額の修正基準および修正頻度について

当社が行使価額修正の決定を行った回号の新株予約権の行使価額は、行使価額修正を決定した日の翌銀行営業日

から（当日を含む。）の５連続取引日の株式会社東京証券取引所終値の平均値×92％に修正され、以降、毎月第２

金曜日に、その日まで（当日を含む。）の５連続取引日の株式会社東京証券取引所終値の平均値×92％に修正さ

れます（別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(2)号を参照）。

(3)行使価額等の下限等について

（ⅰ）行使価額の下限

本件新株予約権の下限行使価額は、発行決議日の株式会社東京証券取引所終値の80％に相当する88円です（別記

「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(2)号を参照）。

（ⅱ）割当株式数の上限

本件新株予約権の目的となる株式数の上限は30,000,000株（発行決議日現在の発行済株式数177,215,809株の

16.9％となっており、これを超えて行使されることはありません。）です（別記（注）３「本件新株予約権に表

示された権利の行使に関する事項について割当先との間で締結した取決めの内容」第(1)号「上限議決権数超過

行使等の制限に関する合意」を参照）。

（ⅲ）割当株式数の下限

本件新株予約権のすべてが行使された場合に交付されることとなる株式数の下限は、本件新株予約権が上限行使

価額（発行決議日の株式会社東京証券取引所終値の200％に相当する220円）（別記「新株予約権の行使時の払

込金額」欄第3項第(2)号を参照）ですべて行使されたものとして算定すると、13,636,362株となります。

（ⅳ）資金調達額の下限

資金調達額の下限については、本件新株予約権が、本件新株予約権の目的となる株式数の上限の範囲内において、

すべて下限行使価額である88円で行使された場合、調達金額の総額は2,647,185,000円となります。なお、本件新

株予約権は、当社が行使価額修正の決定を行わない場合等において行使されない可能性があります。

（ⅴ）資金調達額の上限

資金調達額の上限については、本件新株予約権がすべて行使された場合、調達金額の総額は3,007,185,000円とな

ります。なお、本件新株予約権は、当社が行使価額の修正の決定を行わない場合等において行使されない可能性が

あります。

(4)本新株予約権には、当社の決定により本件新株予約権の全部の取得を可能とする旨の条項が付されておりま

す（別記（注）10「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」第(1)号を参照）。
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　　　以下、３～６は本件新株予約権に関する事項です。

　
　    ３．本件新株予約権に表示された権利の行使に関する事項について割当先との間で締結した取決めの内容

当社は、割当先である野村證券株式会社（以下「割当先」という。）との間で本件新株予約権の募集に関する届

出の効力発生をもって締結した買取契約において、下記の内容について合意しております。

(1)上限議決権数超過行使等の制限に関する合意

(ⅰ)当社は、当社が本件新株予約権の発行後６ヶ月以内に第三者割当の方式で交付する当社普通株式およびその

他の種類の議決権付株式（以下「同時期発行議決権付株式」と総称する。）に係る議決権の数に、本件新株予約

権、当社が本件新株予約権の発行後６ヶ月以内に第三者割当の方式で発行する新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。）および当社普通株式以外の種類の株式（以下「同時期発行新株予約権等」と総称す

る。）の取得または行使が行われることによって増加する議決権の数を加えた議決権の数の累計が、30,000個

（ただし、当社が当社の議決権付株式の併合、分割もしくは当社の株主に対し当社の議決権付株式の無償割当ま

たは当社の議決権付株式の単元株式数の変更をする場合は、当該株式併合、株式分割もしくは無償割当の割合ま

たは変更前後における単元株式数の比率に応じて減少または増加するものとし、当該株式併合、株式分割もしく

は無償割当の基準日または単元株式数の変更日前に発行された同時期発行議決権付株式に係る議決権並びにか

かる基準日もしくは変更日前に本件新株予約権または同時期発行新株予約権等の行使または取得により増加し

た議決権の数も同様に減少または増加したものとみなして計算する。）を超えることとなるような本件新株予約

権の行使または同時期発行新株予約権等の行使もしくは取得請求を行わせず、また、同時期発行新株予約権等の

取得もしくは同時期発行議決権付株式の発行を行わない。（以下、かかる本件新株予約権の行使および同時期発

行新株予約権等の行使、取得請求または取得ならびに同時期発行議決権付株式の発行をあわせて「上限議決権数

超過行使等」という。）

(ⅱ)当社は、下記第(2)号「割当先による行使制限措置」（ⅱ）に基づく割当先による確認に係る本件新株予約

権の行使が上限議決権数超過行使等に該当することとなる場合、その旨割当先に通知した上、別記（注）10「自

己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」第(1)号に定める取得（残存する本新株予約権の全部の取得に限

る。）の手続を行うものとする。ただし、割当先により複数個の本件新株予約権の行使に係る確認がなされ、当該

複数個の一部の行使であれば上限議決権数超過行使等に該当しない場合、上限議決権数超過行使等に該当しない

最大個数に係る本件新株予約権を除く。

(ⅲ)当社は、割当先による本件新株予約権の行使が上限議決権数超過行使等に該当する場合、本件新株予約権の

要項の定めにかかわらず、割当先に対して、本件新株予約権の要項に従った当社普通株式の交付を行う義務を負

わない。ただし、割当先により複数個の本件新株予約権の行使がなされ、当該複数個の一部の行使であれば上限議

決権数超過行使等に該当しない場合、上限議決権数超過行使等に該当しない最大個数に係る本件新株予約権を除

く。

(2)割当先による行使制限措置

(ⅰ)当社は、株式会社東京証券取引所の定める有価証券上場規程第434条第１項、同規程施行規則第436条第１項

から第５項までの定めに基づき、ＭＳＣＢ等の買受人による転換または行使を制限するよう措置を講じるため、

日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」に従い、所定の適用除外の場合を除き、本

件新株予約権の行使をしようとする日を含む暦月において当該行使により取得することとなる株式数が本件新

株予約権の払込日時点における当社上場株式数の10％を超えることとなる場合の、当該10％を超える部分に係る

新株予約権の行使（以下「制限超過行使」という。）を割当先に行わせない。

(ⅱ)割当先は、制限超過行使および上限議決権数超過行使等に該当することとなるような本件新株予約権の行使

を行わないことに同意し、本件新株予約権の行使にあたっては、予め当社に対し、本件新株予約権の行使が制限超

過行使もしくは上限議決権数超過行使等に該当しないかについて確認を行う。

 

４．当社の株券の売買に関する事項について割当先との間で締結した取決めの内容

割当先は、本件新株予約権の権利行使により取得することとなる当社普通株式の数量の範囲内で行う売付け等以

外の本件に関わる空売りを目的として、当社普通株式の借株は行わない。

 

５．当社の株券の貸借に関する事項について割当先と当社の特別利害関係者等との間で締結された取決めの内

容

該当事項はありません

 

６．その他投資者の保護を図るため必要な事項

割当先は、本件新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社取締役会の承認を要するものとする。ただし、割当

先が、本件新株予約権の行使により交付された株式を第三者に譲渡することを妨げない。
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　　　以下、７～11は本新株予約権に関する補足事項です。

　
　　　７．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の総額

金501,197,500円

本件新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合および当社が本新株予約権を消却した場合には、上記金額

は減少します。

 

８．新株予約権の行使請求及び払込みの方法

(1)行使価額修正期間中に別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(1)号に基づく行使価額修正の決

定が一切行われていない場合または別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(3)号に基づく行使価額

の修正が行われた後、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(1)号に基づく行使価額修正の決定が

行われていない場合において行使請求を行うときは、新株予約権者は、平成24年12月14日まで（当日を含む。）

に、本項第(6)号および第(7)号に定める行使請求手続を完了するものとする。

(2)平成24年12月15日以降に別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(3)号に基づく行使価額の修正

が行われた場合において行使請求を行うときは、新株予約権者は、権利行使最終期日まで（当日を含む。）に本項

第(6)号および第(7)号に定める行使請求手続を完了するものとする。

(3)別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(1)号に基づく行使価額修正の決定が行われた場合にお

いて、修正後行使価額が適用される前の行使価額（以下「修正前行使価額」という。）に基づき行使請求を行う

ときは、新株予約権者は、修正開始日の前銀行営業日まで（当日を含む。）に本項第(6)号および第(7)号に定める

行使請求手続を完了するものとする。

(4)別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(1)号に基づく行使価額修正の決定が行われた場合にお

いて、修正後行使価額に基づき行使請求を行うときは、新株予約権者は、包括行使請求書提出期間内に行使請求書

を提出することにより、各本新株予約権につき、別記「新株予約権の行使の条件」欄第２項第(1)号に定める条件

が成就した場合に効力を生じる行使請求として、出資金額を本新株予約権１個あたりの行使に際して出資される

財産の価額とし、権利行使最終期日において有効な交付株式数を本新株予約権１個あたりの交付株式数として株

式の交付を受けることを意図する行使請求（以下「包括行使請求」という。）の手続きを、本項第(6)号および第

(7)号に従い、権利行使最終期日を行使日として行うものとする。

(5)本項第(4)号に従い包括行使請求が行われた本新株予約権については、新株予約権者は、当該本新株予約権に

係る包括行使請求の行使日を待たずに、個別行使可能期間内において、いつでも、個別行使請求（以下に定義す

る。）を行うことができる。ここで「個別行使請求」とは、当該各本新株予約権について、出資金額を本新株予約

権１個あたりの行使に際して出資される財産の価額とし、各個別行使請求の時点において有効な交付株式数を本

新株予約権１個あたりの交付株式数として株式の交付を受けることを意図する行使請求とし、個別行使請求の効

力は、本項第(6)号および第(7)号に定める行使請求手続が完了したときに生じるものとする。この場合、効力を生

じた個別行使請求に対応する本新株予約権に係る包括行使請求は、別記「新株予約権の行使の条件」欄第２項第

(1)号に定める包括行使請求に付された条件の不成就の確定により効力が発生しないこととなる。

(6)本新株予約権の行使請求を行う場合には、新株予約権者は、修正前行使価額に基づく行使請求（行使価額修正

の決定が一切行われていない場合の行使請求および別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(3)号に

基づく行使価額の修正が行われた後、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(1)号に基づく行使価

額修正の決定が行われていない場合の行使請求を含む。）、包括行使請求および個別行使請求の各場合に応じて、

当社が定める様式による行使請求書（以下「行使請求書」という。）に必要事項を記入し、記名捺印の上、これを

別記（注）９「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」第(1)号に定める行使請求受付

場所に提出するものとする。

(7)本項第(6)号の行使請求書の提出に加えて、新株予約権者は、修正前行使価額に基づく行使請求（行使価額修

正の決定が一切行われていない場合の行使請求および別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(3)号

に基づく行使価額の修正が行われた後、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(1)号に基づく行使

価額修正の決定が行われていない場合の行使請求を含む。）の場合には、出資金総額を現金にて別記（注）９

「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」第(3)号に定める払込取扱場所の当社の指定

する口座（以下「指定口座」という。）に払い込むものとし、包括行使請求の場合には、出資金総額を現金にて別

記（注）９「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」第(4)号に定める決済取扱場所の

所定の口座（以下「決済口座」という。）に払い込んだ上、決済取扱場所に対して、当該決済口座への払込みがな

されたことおよび当該払込みに係る金額を当社に通知する旨、ならびに包括行使請求の効力が発生した場合には

権利行使最終期日に当該効力が発生した包括行使請求に係る新株予約権の個数に出資金額を乗じた金額を決済

口座から指定口座に払い込む旨の指図を行うものとし、個別行使請求の場合には、出資金総額を決済口座から指

定口座に個別行使請求の行使日に払い込む旨の指図を行うものとする。

(8)各個別行使請求がなされることにより包括行使請求の一部もしくは全部の効力が発生しない場合を除き、本

項に従い行使請求を行った者は、その後これを撤回することはできない。
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　　　９．新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所

(1) 新株予約権の行使請求受付場所

　　日本金属工業株式会社　財務部

(2) 新株予約権の行使請求取次場所

　　該当事項はありません

(3) 新株予約権の行使に関する払込取扱場所

　　野村信託銀行株式会社　商品サービス開発部

(4) 新株予約権の行使に関する決済取扱場所

　　野村信託銀行株式会社　商品サービス開発部

 

10．自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件

(1) 当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する日（当該取締役会後２か月を超えない日に定められるもの

とする。）を別に定めた場合には、当該取得日において、残存する本新株予約権の全部または一部を取得する。当

社が本新株予約権の一部を取得する場合、抽選により、取得する本新株予約権を決定するものとする。当社は、本

新株予約権を取得するのと引換えに、当該本新株予約権の新株予約権者に対して、本新株予約権１個あたり払込

金額と同額を交付する。当社は、取得した本新株予約権を消却するものとする。

(2)当社は、当社が消滅会社となる合併、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以下「組織再編行為」と

いう。）につき当社株主総会（株主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議した場合、当該組織再編

行為の効力発生日以前に、当社が本新株予約権を取得するのと引換えに当該本新株予約権の新株予約権者に対し

て本新株予約権１個あたり払込金額と同額を交付して、残存する本新株予約権の全部を取得する。当社は、取得し

た本新株予約権を消却するものとする。

(3)当社は、行使価額修正期間中に別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(1)号に基づく行使価額修

正の決定が一切行われていない場合または平成24年12月14日までに別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄

第３項第(3)号に基づく行使価額の修正が行われ、当該修正後同日までに別記「新株予約権の行使時の払込金

額」欄第３項第(1)号に基づく行使価額修正の決定が行われていない場合、平成24年12月14日の翌銀行営業日に、

無償にて、残存する本新株予約権の全部を取得する。当社は、取得した本新株予約権を消却するものとする。

(4)本項第(1)号または第(2)号により本新株予約権を取得する場合には、当社は、当社取締役会で定める取得日の

２週間前までに、当該取得日を、新株予約権原簿に記載された本新株予約権の新株予約権者（本新株予約権の一

部を取得する場合は、当社取締役会が決定した本新株予約権の新株予約権者）に通知する。

(5) 本項第(1)号または第(2)号により本新株予約権を取得する場合において、包括行使請求に基づく出資金額が

決済口座（別記（注）８「新株予約権の行使請求及び払込の方法」第(7)号に定義する。）に払い込まれていた

ときは、当該取得事由発生後遅滞なく、取得される本新株予約権の個数に出資金額を乗じた金額が、決済取扱場所

から新株予約権者に返還されるものとする。

 

11．新株予約権行使の効力発生時期等

(1)本新株予約権の行使請求の効力は、別記（注）８「新株予約権の行使請求及び払込み方法」第(6)号の行使請

求書が行使請求受付場所に到達し、かつ同第(7)号の出資金総額が指定口座に入金された場合において、本新株予

約権を行使する日として当該行使請求書に記載された日（当該行使請求書が行使請求受付場所に到達した日ま

たは本新株予約権の行使に際して出資される出資金の指定口座への入金が行われた日のいずれかが、かかる行使

請求書に記載された日の翌日以降である場合を除く。）に発生する。ただし、包括行使請求に基づく行使の効力

は、同第(6)号の行使請求書が行使請求受付場所に到達し、かつ同第(7)号の出資金総額が指定口座に入金される

ことに加え、権利行使最終期日の前銀行営業日までに、個別行使請求がなされず、別記「新株予約権の行使の条

件」欄第５項第(1)号に定めるいずれの事由も発生せず、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(3)

号に定める事由も発生せず、別記（注）10「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」第(1)号または第(2)

号に定めるいずれの取得も行われず、かつ本新株予約権が消滅していない場合に権利行使最終期日において生じ

るものとする。

(2)当社は、本新株予約権の行使請求の効力が発生した場合には、社債、株式等の振替に関する法律に基づき振替

株式の新規記録または自己株式の当社名義からの振替によって株式を交付する。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

　
第４四半期会計期間

(平成23年１月１日から
平成23年３月31日まで)

第116期
(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

当該期間に権利行使された当該行使価
額修正条項付新株予約権付社債券等の
数(個)

17 17

当該期間の権利行使に係る交付株式数
(株)

8,389,666 8,389,666

当該期間の権利行使に係る平均行使価
額等(円)

101.32 101.32

当該期間の権利行使に係る資金調達額
(百万円)

850 850

当該期間の末日における権利行使され
た当該行使価額修正条項付新株予約権
付社債券等の数の累計(個)

― 17

当該期間の末日における当該行使価額
修正条項付新株予約権付社債券等に係
る累計の交付株式数(株)

― 8,389,666

当該期間の末日における当該行使価額
修正条項付新株予約権付社債券等に係
る累計の平均行使価額等(円)

― 101.32

当該期間の末日における当該行使価額
修正条項付新株予約権付社債券等に係
る累計の資金調達額(百万円)

― 850

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年４月１日
～

平成23年３月31日
8,389 185,605 426 13,408 426 7,682

(注)　新株予約権の行使による増加であります。
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(6) 【所有者別状況】

平成23年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ 31 44 214 63 12 17,33417,698 ―

所有株式数
(単元)

─ 29,7355,27854,2054,000 66 91,900185,184421,475

所有株式数
の割合(％)

─ 16.04 2.85 29.27 2.16 0.04 49.64100.00 ―

(注) １　自己株式数4,114,139株は「個人その他」の欄に4,114単元、「単元未満株式の状況」の欄に139株それぞれ含

めて記載しております。

　
(7) 【大株主の状況】

平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日新製鋼株式会社 東京都千代田区丸の内３－４－１ 9,500 5.12

日金工取引先持株会
東京都千代田区霞が関３－２－６
日本金属工業株式会社内

8,780 4.73

株式会社メタルワン 東京都港区芝３－23－１ 6,379 3.44

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２－２－１ 4,526 2.44

株式会社横浜銀行 神奈川県横浜市西区みなとみらい３－１－１ 4,526 2.44

伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 東京都中央区日本橋１－４－１ 4,082 2.20

阪和興業株式会社 大阪府大阪市中央区伏見町４－３－９ 3,490 1.88

大陽ステンレススプリング株式
会社

東京都練馬区三原台１－15－17 3,363 1.81

株式会社長府製作所 山口県下関市長府扇町２番１号 3,218 1.73

丸全昭和運輸株式会社 神奈川県横浜市中区南仲通２－15 3,193 1.72

計 ― 51,058 27.51

(注)　１　日金工取引先持株会所有株式数には、会社法第308条第１項及び会社法施行規則67条により議決権を

　有しない株式相当数14千株が含まれております。

２　自己株式4,114千株(2.22％)は上記「大株主の状況」から除外しております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ─

議決権制限株式(その他) ― ― ─

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式   4,114,000
(相互保有株式)
普通株式　　    14,000

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 　181,056,000 181,056 ─

単元未満株式 普通株式　　 　421,475 ― ─

発行済株式総数  　　　　　185,605,475 ― ─

総株主の議決権 ― 181,056 ─

 （注) １ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式139株が含まれております。

     　２　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株(議決権10個)

　含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
日本金属工業㈱

 
東京都千代田区霞が関
３－２－６

4,114,000 ― 4,114,000 2.2

(相互保有株式）     
新興金属㈱

 
東京都中央区日本橋茅場町
２－６－５
 

─ 14,000 14,000 0.0

計 ― 4,114,00014,0004,128,000 2.2

(注)　他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

加入持株会における

共有持分数
日金工取引先持株会 東京都千代田区霞が関３－２－６　

　

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条７号による普通株式の取得
　 　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
　

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 5,875 656,310

当期間における取得自己株式 495 44,763

(注)　当期間における取得自己株式には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株の

　買取りによる株式数は含めておりません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 4,114,139― 4,114,634―

(注)　当期間における「保有自己株式数」には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

　買取り及び買増請求により売渡した株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社の利益配分に関する基本方針は、株主の皆様への将来にわたる安定配当を重視することとしており

ます。

剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中

間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

内部留保資金については、財務体質の強化を図りつつ、今後の収益成長と競争力強化のための投資及び研

究開発費等に投入していく所存であります。

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当については、該当事項がありません。

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第112期 第113期 第114期 第115期 第116期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高(円) 653 700 396 250 161

最低(円) 211 265 98 111 55

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月

最高(円) 119 112 116 118 112 108

最低(円) 97 93 104 102 102 55

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

代表取締役
社長

― 義　村　　　博 昭和23年２月14日生

昭和45年４月 当社入社

(注３) 120

平成13年４月 当社衣浦製造所長

　同　年６月 当社取締役衣浦製造所長

　同15年４月 当社常務取締役

　同18年12月 当社代表取締役常務

　同19年４月 当社代表取締役社長(現)

常務取締役

総務人事・財

務・システム

管理統括担当

由　川　潤一郎 昭和25年２月２日生

昭和47年４月 当社入社

(注３) 82
平成16年３月 当社財務部長

　同17年６月 当社取締役財務部長

　同19年６月 当社常務取締役(現)

常務取締役
研究開発・
生産担当、　　生
産本部長

髙　瀬　賢一朗 昭和25年１月28日生

昭和50年４月 当社入社

(注３) 37
平成19年４月 当社衣浦製造所長

　同　年６月 当社取締役衣浦製造所長

　同20年４月 当社常務取締役(現)

常務取締役

購買・　　　海外
事業・　営業企
画・　営業担
当、　海外事業
部長兼営業本
部長

小　森　浩　平 昭和30年７月28日生

昭和53年４月 当社入社

(注３) 38

平成15年４月 当社営業本部営業総括部長

　同16年３月 当社購買部長

　同19年６月 当社取締役購買部長

　同22年４月 当社常務取締役(現)

常務取締役

経営企画担当、
　　　　　経営企画
部長兼ＩＲ室

長

佐  々木 雅 啓 昭和31年11月5日生

昭和56年４月

平成18年４月

　同19年10月

　同21年６月

　同23年４月

当社入社

当社営業本部市場開拓部長

当社経営企画部長兼ＩＲ室長

当社取締役経営企画部長兼　　　

ＩＲ室長

当社常務取締役(現)

(注３) 24

取締役
研究開発本部

長
羽　原　康　裕 昭和29年12月27日生

昭和55年４月 当社入社

(注３) 48

平成19年２月 当社研究開発本部長兼研究部長

兼商品開発部長

　同　年６月 当社取締役研究開発本部長

兼研究部長

　同20年９月 当社取締役研究開発本部長

兼生産本部衣浦製造所副所長

　同21年３月 当社取締役生産本部衣浦製造所長

　同23年４月 当社取締役研究開発本部長（現）

取締役
総務人事部長
兼コンプライ
アンス室長

島　田　敏　彦 昭和33年６月19日生

昭和56年４月 当社入社

(注３) 13

平成20年４月 当社営業本部副本部長

兼鋼板販売部長

  同21年６月 当社取締役営業本部長

兼鋼板販売部長

  同22年４月 当社取締役営業本部長

兼鋼板建材販売部長

　同　年10月 当社取締役営業本部長 　 　

　同23年４月 当社取締役総務人事部長兼コンプ

ライアンス室長（現）
　 　

取締役
生産本部　　衣
浦製造所長

南　保　由　明 昭和34年１月３日生

昭和56年４月

平成19年10月

昭和21年３月

　同　年８月

当社入社

当社営業本部市場開拓部長

当社生産本部衣浦製造所副所長

当社総務人事部長兼コンプライア

ンス室長
(注３) ５

　同22年10月 当社総務人事部長兼生産本部衣浦

製造所副所長

　同23年４月 当社生産本部衣浦製造所長

　同　年６月 当社取締役生産本部衣浦製造所長

（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役 ―

 

池　田　　　靖

（注１)

 

昭和21年４月18日生

昭和47年４月 弁護士登録　三宅・今井法律

事務所入所

(注３) ―

　同52年４月 同事務所パートナー(現 三宅・今

井・池田法律事務所パート

ナー)(現)

　同59年５月 ㈱大沢商会管財人代理

平成９年３月 ㈱京樽管財人

　同13年６月 ㈱角川書店(現 (株)角川グループ

ホールディングス)監査役(現)

　同19年５月 当社独立委員会委員（現）

　同　年６月 当社取締役(現)

　同　年６月 ソニーフィナンシャルホールディ

ングス㈱取締役（現）

　同21年６月 ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ監査役（現）

監査役

(常勤)
― 村　岡　浩　一 昭和30年10月29日生

昭和55年４月 当社入社

(注４) ３

平成14年４月 当社衣浦製造所総務部長

　同20年４月 当社財務部長

　同21年７月 当社理事財務部長

　同23年５月　 当社社長付理事

　同　年６月 当社監査役（常勤）（現）

監査役

(常勤)
― 高　橋　邦　夫（注

２)

昭和26年11月22日生

昭和50年４月 ㈱大和銀行入行

(注５) ─

平成14年５月 同行本店公務部長

  同15年１月 同行大阪公務部長

　同　年３月 ㈱りそな銀行大阪公務部長

　同　年６月 同行執行役大阪公務部長

　同　年10月 同行執行役大阪営業部長

  同16年４月 ㈱埼玉りそな銀行常勤監査役

  同17年６月 ㈱近畿大阪銀行常勤監査役

  同22年６月 当社監査役（常勤）(現）

監査役 ― 五十嵐　邦　正

（注２)

昭和24年７月10日生

昭和63年４月 日本大学商学部教授（現）

(注６) ─

平成７年12月 一橋大学博士（商学）

  同14年８月 国税庁税務大学校講師（現）

　同17年５月 財団法人産業経理協会評議員

（現）

　同19年５月 当社独立委員会委員（現）

　同20年６月 当社監査役（現）

計 　 370

　 (注) １　取締役池田靖氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。また同氏は、株式会社東京証券取引所

の定めに基づく独立役員であります。

２　監査役(常勤)高橋邦夫氏並びに監査役五十嵐邦正氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。

４　任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。

５　任期は、平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。

６　任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

７　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。

補欠監査役の略歴は次の通りであります。

　

氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

永　島　正　春 昭和24年11月９日生

昭和49年３月 一橋大学社会学部卒業

─ ─

　同54年４月 司法研修所入所

　同56年４月 弁護士登録

平成19年２月 日弁連税制委員会税制部会長

　同21年６月 日弁連税制委員会税制部会

副部会長（現）
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要課題として位置づけ、経営環境の変化に対応し

た適法性、透明性、効率性の高い経営を目指しております。

「企業理念」「行動指針」を制定することで、企業倫理と行動基準を明確にし、それを社内で徹底する

ことにより、業務執行の適法性、透明性、効率性に取り組んでおります。

　
なお、当社では、グループ全社の役員・従業員全員に、日常の業務遂行の参考に供するため「コンプラ

イアンス・ハンドブック」を配布し、常時閲覧できる体制を整えております。

また、不正行為等の早期発見のため「社内ヘルプライン規程」を設け、企業倫理相談窓口が、従業員か

らの通報・相談を受ける体制を整え、平成20年４月１日より実施しております。

　

①企業統治の体制

　

イ　企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

当社は、毎月開催する取締役会、原則毎週開催する常務会において、会社業務の重要事項の決定、業

務執行の監督を行っております。また、当社は監査役制度を採用しており、監査役及び監査役会によ

る監査により、コーポレート・ガバナンスの徹底を図っております。さらに、経営戦略会議や部門報

告会等の社内会議を通じて、業務執行の効率化を図っております。

コーポレート・ガバナンスに関する社内組織としては、企業活動における法令遵守と社会秩序の

維持を徹底させるため総務人事部コンプライアンス室を、また株主の皆様への有益な情報管理に取

り組むため経営企画部ＩＲ室をそれぞれ設置しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

また、当社における内部統制システムの構築を推進するため、代表取締役を委員長とした「内部統

制委員会」を設けており、内部統制の監査強化を目的に、内部統制委員会を総括する社内組織とし

て、内部統制室を設置しております。
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　ロ　会社の機関の内容
　

　

ハ　内部統制システムの整備の状況

当社の「内部統制システム構築の基本方針」につきましては、平成18年５月８日開催の取締役会

において決議したものを、その後の検討・実施状況を踏まえ、適宜見直しを行い、平成22年８月19日

開催の取締役会において下記の通り改訂しております。

　

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下の通り、当社の業務の適正を確保するための体

制（以下、「内部統制システム」という）を整備する。取締役は、担当を明確にするとともに、相互に

確認し合うことで、実効性のある内部統制システムを構築し、実践する。

代表取締役を委員長とした「内部統制委員会」を設置し、内部統制のための諸制度が職場におい

て有効に機能しているかを公正に評価すると同時に、その結果に基づき、内部統制環境の改善のため

に講ずるべき施策を取締役会に具申する。

また、代表取締役直属の組織として「内部統制室」を設置し、「内部統制委員会」を総括する。

「内部統制室」は独立した立場で内部監査の計画・実施を行い、監査結果を「内部統制委員会」へ

報告し、内部統制システムの有効性の向上を図る。

　

　１．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

「企業行動憲章」及び「日金工グループコンプライアンス規程」を、取締役及び使用人が企業倫

理、法令、定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動指針・規範とする。
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総務人事部コンプライアンス室は、グループ全体のコンプライアンスの取組みを統括し、取締役及

び使用人に対し必要な教育・指導を実施し、これら行動指針・規範の周知徹底を図る。また、コンプ

ライアンスの状況をモニタリングし、取締役及び監査役に対し、グループ全体のコンプライアンスの

状況を定期的に報告する。

コンプライアンス委員会は、総務人事担当常務取締役を委員長とし、グループにおけるコンプライ

アンスの有効性の向上、違反行為に対する是正措置及び再発防止策等の検討を行う。

総務人事部コンプライアンス室は、コンプライアンス委員会の検討結果を踏まえて各施策を推進

すると共に、内部通報制度である「社内ヘルプライン制度」を活用し、コンプライアンスに関する問

題の早期発見と是正を図る。

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、「企業行動憲章」に基づき、

毅然とした態度で臨み、それらとは一切の関係を持たず、さらには不当要求を断固拒否することを徹

底する。

　

　２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

経営企画部は、取締役会議事録、りん議書、その他取締役の職務の執行に係る情報を、「文書保存規

程」に従って適切に保存する。

経営企画部は、取締役及び監査役から要求があるとき、これを閲覧に供するものとする。グループ

各社の文書管理については、総務人事部が当社に準じた指導を行う。

　
　３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

「リスク管理規程」に、リスク管理に関する基本的事項を定め、事業を取り巻く重要なリスクに対

して、的確な管理・統制ができる仕組みを構築し、運営していく。

経営企画部は、全体のリスクを網羅的・統括的に管理し、取締役及び監査役に対して、グループ全

体のリスク管理の状況を定期的に報告する。

　

　４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

以下に例示した経営管理機能を働かせることにより、取締役の職務執行の効率化を図る。

・職務権限や意思決定ルールを定めた社内規程（職制規程、取締役会規程、常務会規程、　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　

　常務会付議事項並びに取扱規則、りん議（専決事項）決裁区分取扱内規等）の確実な実　

　施

・取締役会、常務会による経営計画の策定と実績進捗管理の実施

・各部門長による常務以上への報告会の実施

　

　５．当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する　　　　　

　　　　　　　　      ための体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

グループ全体を対象とした規程の制定と徹底、グループの内部統制を統括する担当部署（当社

内）の明確化、当社及びグループ各社間において内部統制に関する協議と情報の共有化を促進す

る会議の定期的な開催等を通じて、グループ全体における業務の適正を確保する。

　

　６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する　　　　

      事項並びにその使用人の取締役会からの独立性に関する事項

監査役の職務を補助する組織を財務部とし、監査役が補助すべき使用人を求めた場合は 財務部

のスタッフが兼務する。
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　また上記使用人の人事異動について、当社は監査役会の意見を尊重するものとする。

　

　７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

取締役及び使用人は、職務執行に関して重大な法令・定款違反、または当社及び当社グループに

著しい損害を与えるおそれのある事実を知ったときは、遅延なく監査役に報告する。

監査役への報告の担当部署は、経営企画部とする。

　

　８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、業務報告とは別に会社運営に関する意見交換のほ

か、意思の疎通を図るものとする。

　

　９．財務報告の適正性を確保するための体制

財務報告の適正性を確保するための体制を整備及び運用するとともに、その仕組みが適正に機

能することを継続的に評価し、必要な是正を行う。

会計基準その他の法令を遵守し、経理規程をはじめとする関連規程とＩＴ環境の整備を図る。グ

ループ内のすべての取締役及び使用人は、当社及び当社グループの財務報告の適正性の確保に全

力で取り組む。

財務部は財務報告を統括的に管理し、適正性を確保すると共に、取締役及び監査役に対して、グ

ループ全体の財務状況を定期的に報告する。

　
ニ　リスク管理体制の整備状況

　　当社は、「リスク管理規程」に当社及び当社グループのリスク管理に関する基本的事項を

　　定め、事業を取り巻く重要なリスクに対して、的確な管理・統制が出来る仕組みを構築し、

　　運営していきます。

■推進体制

取締役会　： 経営レベルでの戦略的な意思決定を行う際に想定される重要なリスクを管理する。

経営企画部： 取締役会の事務局として、当社及び当社グループ全体のリスク管理を統括する。リ

スク管理を各部門に徹底させると共に、各部門での実施状況をまとめて、取締役会

及び監査役会に報告する。

各部門　　： 各部門が直面する業務上の重要なリスクを正しく把握、分析、評価し、適切な対応策

を検討・立案、実施し、その実施状況を経営企画部に報告する。また、これらについ

ては、経営環境に応じて、定期的に見直すものとする。

　

ホ　社外取締役及び社外監査役との間で締結している会社法第427条第１項に規定する契約の

　　概要

　当社は社外取締役及び監査役との間において、当社定款の定めに基づき、会社法第427条

　第１項の規定により、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており

　ます。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、500万円と法令の定める最低責任限度額との

　いずれか高い額となります。
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②内部監査及び監査役監査の状況

　

イ　内部監査

当社の内部監査については、代表取締役の直属の組織として「内部統制室」を設置しており、独

立した立場で、会社が定める規程等の遵守状況や業務全般に関して妥当性、有効性、適法性につい

て内部監査を実施しております。

　また、「内部統制室」は、監査役及び会計監査人と意見交換を行うなど相互連携して監査を行っ

ております。

　

ロ　監査役監査

当社の監査役会は、社外監査役２名を含む３名の監査役で構成されており、取締役会への出席や

業務状況の調査等を通じ、取締役の業務執行の適法性を監査しております。また、監査役会は、会計

監査人と意見交換を行うなど相互連携して監査を行っております。

なお、当社の監査役五十嵐邦正氏は、一橋大学博士（商学）であり財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。

　

ハ　会計監査の状況

当社は新日本有限責任監査法人と監査契約を結び、会社法に基づく連結計算書類等の監査、金融

商品取引法に基づく財務計算に関する書類の監査を受けております。

当社と会計監査人である新日本有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の契約を締結してお

り、当該契約の内容は次の通りです。

１．監査受嘱者は、本契約の履行に伴い生じた監査委嘱者の損害について、監査受嘱者に悪意又

は重大な過失があった場合を除き、5,200万円又は監査受嘱者の会計監査人としての在職中に報酬

その他の職務執行の対価として監査委嘱者から受け、又は受けるべき財産上の利益の額の事業年

度ごとの合計額のうち最も高い額に二を乗じて得た額のいずれか高い額をもって、監査委嘱者に

対する損害賠償責任の限度とする。

２．監査受嘱者の行為が上記１項の要件を充足するか否かについては、監査委嘱者がこれを判

断し、速やかに監査受嘱者に結果を通知するものとする。

　

なお、同監査法人又は当社監査に関与する同監査法人の業務執行社員と当社との間には、特別な利

害関係はありません。

当期において監査業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成は以下の通

りであります。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数

　指定有限責任社員 業務執行社員　河野　明 新日本有限責任監査法人 １年

　指定有限責任社員 業務執行社員　市瀬　俊司 新日本有限責任監査法人 ４年

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、その他４名であります。

　

③社外取締役及び社外監査役

　

イ　社外取締役及び社外監査役の員数

　　当社では、社外取締役１名と社外監査役２名を選任しております。
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ロ　社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害

　　関係

　当社と社外役員との間に、特別な利害関係はありません。

　

ハ　社外取締役又は社外監査役が提出会社の企業統治において果たす機能及び役割

当社は、当社とは異なる事業分野の企業の社外役員の経験等に基づく貴重な提言等は、当社取締

役会の意思決定及び取締役の職務執行の監督など当社のコーポレート・ガバナンスに、非常に有

意義であると考えております。

　なお、当社は社外取締役である池田靖氏及び社外監査役である五十嵐邦正氏を独立委員会の委員

に選任しており、当社の買収防衛策を適正に運用し、当社取締役会の決定の合理性、公正性を担保

しております。

　また、社外役員と内部統制室は相互に連携をとりながら、組織・制度監査、業務監査に努めており

ます。

　

　ニ　社外取締役又は社外監査役の選任状況に関する提出会社の考え方

役名 氏名 当該社外役員の選任に関する考え方

取締役 池田　靖
弁護士としての専門的な知識経験は、コーポレートガバナンス充
実の為に適任と判断いたしました。

監査役（常勤） 高橋　邦夫
当社の主要借入先である㈱りそな銀行の出身であり、金融機関に
おける豊富な経験や幅広い見識を当社の監査業務にいかしてい
ただけると判断いたました。

監査役 五十嵐　邦正
日本大学商学部教授であり、会計学及び経営学に関する高い学識
・経験を当社の監査業務にいかしていただけると判断いたしま
した。

　

④取締役会にて決議できる株主総会決議事項

　

　イ　自己株式の取得

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能にするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役

会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めておりま

す。

　

　ロ　中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の

決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し、中間

配当を行うことができる旨を定款で定めております。

　

　ハ　取締役、監査役及び会計監査人の責任免除

当社は、取締役、監査役及び会計監査人が期待される役割を十分に発揮できることを目的とし

て、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役、監査役及び会計監査人

（取締役、監査役及び会計監査人であった者を含む）の損害賠償責任を、法令の限度において、取

締役会の決議によって免除することができる旨を定款で定めております。

　

⑤取締役選任の決議要件

当社は、取締役選任の決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。
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⑥株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使できる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定

款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会

の特別決議事項の審議をより確実に行うことを目的とするものであります。

　

⑦役員報酬の内容

区 　     分 員　数 報酬額

取    締    役 10名 108百万円

監  　査  　役 ４名 28百万円

合 　     計 14名 136百万円

（内社外役員） （４名) （19百万円)

              （注）１．上記には、平成22年６月24日開催の第115回定時株主総会終結の時を

               もって退任した取締役２名及び監査役１名を含んでおります。

　　　　       ２．取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれて

　　　　　　　 おりません。

　　        　 ３．取締役及び監査役の報酬限度額は、平成19年６月26日開催の第112回定

               時株主総会において取締役の報酬額は「年額４億円以内」、監査役の

               報酬額は「年額９千２百万円以内」と決議されております。　

　

⑧株式の保有状況

　

　イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　　　　当社は33銘柄の投資株式を保有しており、貸借対照表に6,813百万円計上しております。

　

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び

保有目的

　
(前事業年度)

特定投資株式

銘柄
株式数　　　　　　
　　　　(株)

貸借対照表
計上額
(百万円)

保有目的

日新製鋼(株) 5,000,000975取引先との関係の維持・強化を目的としております。

阪和興業(株) 2,390,000946取引先との関係の維持・強化を目的としております。

(株)長府製作所 409,000 893取引先との関係の維持・強化を目的としております。

住友金属鉱山(株) 512,000 712取引先との関係の維持・強化を目的としております。

丸全昭和運輸(株) 1,971,892674取引先との関係の維持・強化を目的としております。

(株)日阪製作所 600,000 544取引先との関係の維持・強化を目的としております。

ＪＦＥホールディングス(株) 129,000 485取引先との関係の維持・強化を目的としております。

大陽日酸(株) 468,853 428取引先との関係の維持・強化を目的としております。

東海カーボン(株) 593,000 322取引先との関係の維持・強化を目的としております。

THAINOX STAINLESS PUBLIC
CO.,LTD.

35,933,668157取引先との関係の維持・強化を目的としております。

大同特殊鋼(株) 400,000 157取引先との関係の維持・強化を目的としております。
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(当事業年度)

特定投資株式

銘柄
株式数　　　　　　
　　　　(株)

貸借対照表
計上額
(百万円)

保有目的

日新製鋼(株) 5,000,000895取引先との関係の維持・強化を目的としております。

阪和興業(株) 2,390,000879取引先との関係の維持・強化を目的としております。

(株)長府製作所 409,000 852取引先との関係の維持・強化を目的としております。

住友金属鉱山(株) 512,000 732取引先との関係の維持・強化を目的としております。

(株)日阪製作所 600,000 607取引先との関係の維持・強化を目的としております。

丸全昭和運輸(株) 1,994,579580取引先との関係の維持・強化を目的としております。

大陽日酸(株) 475,488 329取引先との関係の維持・強化を目的としております。

ＪＦＥホールディングス(株) 129,000 313取引先との関係の維持・強化を目的としております。

東海カーボン(株) 593,000 245取引先との関係の維持・強化を目的としております。

大同特殊鋼(株) 400,000 189取引先との関係の維持・強化を目的としております。

東邦ガス(株) 220,000 94 取引先との関係の維持・強化を目的としております。

(株)ＴＹＫ 480,000 89 取引先との関係の維持・強化を目的としております。

日本金属(株) 500,000 74 取引先との関係の維持・強化を目的としております。

ＪＸホールディングス(株) 127,000 71 取引先との関係の維持・強化を目的としております。

品川リフラクトリーズ(株) 175,000 48 取引先との関係の維持・強化を目的としております。

岡谷鋼機(株) 50,000 44 取引先との関係の維持・強化を目的としております。

元旦ビューティー工業(株) 100,000 39 取引先との関係の維持・強化を目的としております。

新家工業(株) 33,000 4 取引先との関係の維持・強化を目的としております。

　

　ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

　　該当事項はありません。
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(2) 【監査報酬の内容等】

　

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 39 ― 31 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 39 ― 31 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日数等を勘案したうえで決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成21年４月１日から平成

22年３月31日まで)及び前事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)及び当事業年度(平成22年４月１日から平成23年３月31日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

　

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基

準等の内容の適切な把握、及び会計基準等の変更等への的確な対応を実施できる体制を整備するため、公益

財団法人財務会計基準機構へ加入し、適時適切な情報収集を行うとともに、同機構が行う研修等に参加して

おります。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,201 4,307

受取手形及び売掛金 10,418 11,174

商品及び製品 3,944 4,576

仕掛品 7,364 8,190

原材料及び貯蔵品 9,125 11,651

繰延税金資産 860 700

その他 667 1,474

貸倒引当金 △20 △12

流動資産合計 37,561 42,063

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 14,119 13,197

機械装置及び運搬具（純額） 21,233 18,438

土地 5,954 5,954

建設仮勘定 299 280

その他（純額） 680 602

有形固定資産合計 ※1, ※3
 42,287

※1, ※3
 38,473

無形固定資産 139 144

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 8,219

※2
 7,603

繰延税金資産 248 293

その他 1,596 2,302

貸倒引当金 △36 △35

投資その他の資産合計 10,028 10,163

固定資産合計 52,454 48,781

資産合計 90,016 90,844
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 14,083 14,580

短期借入金 ※3, ※6, ※7
 21,532

※3, ※6, ※7
 23,965

1年内償還予定の社債 ※7
 7,035

※7
 5,735

未払金 854 346

未払費用 842 467

未払法人税等 39 17

賞与引当金 474 316

その他 379 471

流動負債合計 45,241 45,900

固定負債

社債 ※7
 6,657

※7
 922

長期借入金 ※3, ※7
 13,002

※3, ※7
 18,047

繰延税金負債 65 17

退職給付引当金 3,691 3,834

その他 23 24

固定負債合計 23,440 22,845

負債合計 68,681 68,745

純資産の部

株主資本

資本金 12,982 13,408

資本剰余金 7,256 7,682

利益剰余金 1,848 2,184

自己株式 △1,051 △1,052

株主資本合計 21,035 22,223

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 673 97

繰延ヘッジ損益 △27 △10

為替換算調整勘定 △347 △216

その他の包括利益累計額合計 299 △129

新株予約権 － 5

純資産合計 21,335 22,098

負債純資産合計 90,016 90,844
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

売上高 75,705 93,203

売上原価 ※1, ※2
 74,769

※1, ※2
 86,264

売上総利益 935 6,938

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 1,604 1,767

給料及び賞与 1,268 1,144

賞与引当金繰入額 93 88

退職給付費用 379 279

貸倒引当金繰入額 29 4

賃借料 529 444

その他 ※1
 2,054

※1
 1,766

販売費及び一般管理費合計 5,960 5,496

営業利益又は営業損失（△） △5,024 1,442

営業外収益

受取利息 0 3

受取配当金 168 146

持分法による投資利益 104 12

助成金収入 170 53

たな卸資産売却益 － 136

その他 180 240

営業外収益合計 623 592

営業外費用

支払利息 974 1,186

為替差損 258 350

その他 282 176

営業外費用合計 1,514 1,713

経常利益又は経常損失（△） △5,916 320
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 499 －

相模原土地売却費用戻入益 － 300

特別利益合計 499 300

特別損失

固定資産除却損 ※3
 46

※3
 56

投資有価証券評価損 82 －

事務所移転費用 190 －

環境対策費 75 －

災害による損失 － 22

債権譲渡損 － 18

相模原土壌浄化費用 － 14

その他 47 －

特別損失合計 443 112

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△5,860 507

法人税、住民税及び事業税 44 68

法人税等還付税額 △37 －

法人税等調整額 543 103

法人税等合計 550 171

少数株主損益調整前当期純利益 － 336

少数株主利益 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △6,410 336
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 336

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △576

繰延ヘッジ損益 － 16

持分法適用会社に対する持分相当額 － 130

その他の包括利益合計 － ※２
 △429

包括利益 － ※１
 △93

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △93

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,982 12,982

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） － 426

当期変動額合計 － 426

当期末残高 12,982 13,408

資本剰余金

前期末残高 7,256 7,256

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） － 426

当期変動額合計 － 426

当期末残高 7,256 7,682

利益剰余金

前期末残高 9,193 1,848

当期変動額

剰余金の配当 △503 －

当期純利益又は当期純損失（△） △6,410 336

自己株式の処分 △432 －

当期変動額合計 △7,345 336

当期末残高 1,848 2,184

自己株式

前期末残高 △3,106 △1,051

当期変動額

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 2,056 －

当期変動額合計 2,054 △0

当期末残高 △1,051 △1,052

株主資本合計

前期末残高 26,326 21,035

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） － 852

剰余金の配当 △503 －

当期純利益又は当期純損失（△） △6,410 336

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 1,624 －

当期変動額合計 △5,291 1,187

当期末残高 21,035 22,223
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △577 673

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,251 △576

当期変動額合計 1,251 △576

当期末残高 673 97

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △4 △27

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△23 16

当期変動額合計 △23 16

当期末残高 △27 △10

為替換算調整勘定

前期末残高 △205 △347

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△141 130

当期変動額合計 △141 130

当期末残高 △347 △216

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △787 299

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,086 △429

当期変動額合計 1,086 △429

当期末残高 299 △129

新株予約権

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 5

当期変動額合計 － 5

当期末残高 － 5

純資産合計

前期末残高 25,539 21,335

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） － 852

剰余金の配当 △503 －

当期純利益又は当期純損失（△） △6,410 336

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 1,624 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,086 △424

当期変動額合計 △4,204 763

当期末残高 21,335 22,098
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△5,860 507

減価償却費 4,885 4,896

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7 △25

退職給付引当金の増減額（△は減少） △400 △635

賞与引当金の増減額（△は減少） △148 △158

受取利息及び受取配当金 △168 △149

支払利息 974 1,186

固定資産除却損 46 56

投資有価証券評価損益（△は益） 82 －

投資有価証券売却損益（△は益） △499 △63

相模原土地売却費用戻入益 － △300

持分法による投資損益（△は益） △104 △12

売上債権の増減額（△は増加） △3,532 △727

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,584 △3,993

仕入債務の増減額（△は減少） 4,328 △75

未払消費税等の増減額（△は減少） △125 283

移転費用 190 －

環境対策費 75 －

その他 46 △282

小計 △2,783 507

利息及び配当金の受取額 284 242

利息の支払額 △928 △1,209

法人税等の支払額 1,087 △80

移転費用の支払額 △92 －

その他 － △10

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,431 △549

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △1,231 △139

投資有価証券の売却による収入 1,062 257

有形固定資産の取得による支出 △2,135 △1,768

有形固定資産の売却に係る費用支払額 △244 △12

その他 △169 18

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,718 △1,644
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,168 999

長期借入れによる収入 11,500 11,750

長期借入金の返済による支出 △7,862 △5,271

社債の償還による支出 △1,447 △7,035

自己株式の取得による支出 △1 △0

自己株式の処分による収入 1,624 －

新株予約権の発行による収入 － 7

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 850

配当金の支払額 △503 △1

その他 △2 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,138 1,297

現金及び現金同等物に係る換算差額 20 2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,991 △893

現金及び現金同等物の期首残高 9,192 5,201

現金及び現金同等物の期末残高 5,201 4,307
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 　当社の子会社６社のうち４社を連結の範

囲に含めております。

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の概

況　４　関係会社の状況」に記載している

ため省略しております。

　

同左

　  非連結子会社２社は、総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金等からみていず

れも少額であり、かつ全体としても連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしておりませ

んので連結の範囲から除外しております。

　　　　　

同左

　 　　非連結子会社数　２社　

会社名

NIPPON METAL SERVICES(S) PTE  LTD 

NIPPON METAL SERVICES(M) SDN. BHD. 

　

同左

２　持分法の適用に関する事

項

　持分法を適用した非連結子会社の数

 ２社　会社名

NIPPON METAL SERVICES(S) PTE  LTD 

NIPPON METAL SERVICES(M) SDN. BHD.

　

同左

　持分法を適用した関連会社の数

 １社　会社名　新興金属株式会社

　持分法を適用した関連会社の数

 １社　会社名　新興金属株式会社

　 　当連結会計年度より、株式の取得を進め

た結果、重要性が増したため、関連会社で

ある新興金属㈱を持分法の適用範囲に含

めております。

 

　

　 　持分法を適用していない関連会社(万世

鋼機㈱、㈱スワンメタル)は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象

から除いても連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲から除外し

ております。　

　持分法を適用していない関連会社（結

進日金工精密金属股?有限公司）は、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。

　なお、前連結会計年度まで関連会社で

あった（株）スワンメタルは、平成22年

６月30日付けをもって清算結了いたしま

した。

また、万世鋼機（株）については、平成23

年１月１日付けをもってMIステンレスセ

ンター（株）と合併したことにより、当

社の当該会社に対する議決権比率が低下

したことから、関連会社の範囲から除外

しております。

 

３　連結子会社の事業年度に

関する事項

連結子会社の決算日は３月31日でありま

す。

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

　 　

　(1) 有価証券の評価基準及

び評価方法

その他有価証券

　時価のあるもの

　　期末日の市場価格に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)
 

その他有価証券

　時価のあるもの

同左

　 　時価のないもの

　　移動平均法による原価法　　　

 

　時価のないもの

同左

　(2) 棚卸資産の評価基準及

び評価方法

　 　

　　①商品及び製品・仕掛品 総平均法による原価法（連結貸借対照

表価額は収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定）
 

同左

　　②原材料及び貯蔵品 移動平均法による原価法（連結貸借対

照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）

同左

　　 　　　 　
　(3) デリバティブ取引の評

価基準及び評価方法

 

時価法を採用しております。 同左

　(4) 固定資産の減価償却方

法

　 　

　　①有形固定資産 定額法を採用しております。
 

同左

　　②無形固定資産
 

定額法を採用しております。
 

同左

　　③リース資産 　所有権移転外ファイナンス・リースに

係るリース資産については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額をゼロとする

定額法を採用しております。 

　なお、リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引のうち、リース取引

開始日が「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成５年６

月17日　最終改正平成19年３月30日　企

業会計基準第13号）の適用初年度前の

リース取引については、通常の賃貸借処

理に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

　

同左

　(5) 繰延資産の処理方法

 

支払時に全額費用処理する方法を採用

しております。　　　

 

同左

　(6) 重要な引当金の計上基

準

　 　

　　①貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。
 

同左
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　　②賞与引当金 　従業員の賞与の支払に備えるため、支

給見込額基準により当期負担額を計上

しております。

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　　③退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

　過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(12年)による按分額を費用処

理しております。 

　数理計算上の差異については、各期の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(退職金制度にお

いては14年、確定給付企業年金制度にお

いては12年)による按分額をそれぞれ発

生の翌期より費用処理しております。 

同左

　 　 (追加情報)

　当社は当連結会計年度において当社が

採用している確定給付型の企業年金基

金制度について、給付利率を確定利率の

制度から給付利率変動型年金制度へ変

更しております。

　上記の変更に伴い、退職給付債務（過

去勤務債務）は1,145百万円減少してお

ります。これにより、当連結会計年度に

おいて営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益は71百万円それぞれ増

加しております。

　

　(7) 重要なヘッジ会計の方

法

　 　

　　①ヘッジ会計の方法 　繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。

　なお、変動金利の借入金の一部につい

て金利スワップ取引等により変動リス

クをヘッジしておりますが、特例処理の

要件を満たしているため特例処理を採

用しております。

 

同左

　　②ヘッジ手段とヘッジ

　　　対象

(1)金利スワップ取引

   借入金利息

(2)為替予約取引

　 予定取引に係る売掛金等

 

(1)金利スワップ取引

同左

(2)為替予約取引

同左

　　③ヘッジ方針 　金利相場及び為替の相場変動リスクの

軽減を目的にデリバティブ取引を行っ

ております。また、投機目的のデリバ

ティブ取引は行っておりません。

 

同左

 

　　④ヘッジ有効性評価の

方法

　金利スワップについては、特例処理に

よっており、有効性の評価を省略してお

ります。為替予約取引については当該取

引の過去の実績及び今後の予定などを

勘案し、実行可能性があることを検証す

ることにより有効性の評価を行ってお

ります。

 

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　(8) 連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲

 

 

 

　(9) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

─────
 

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資を資金の範囲とし

ています。

　　　消費税及び地方消費税の

処理方法

 

　税抜方式を採用しております。 同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

 

─────

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資を資金の範囲とし

ております。

 

─────

 

　

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

退職給付に係る

会計基準の適用　　

　
　
　

当連結会計年度より、「退職給付に係る会計

基準」の一部改正（その３）（企業会計基準

第19号　平成20年７月31日）を適用しておりま

す。

　これによる連結財務諸表に与える影響はあり

ません。

　

─────

 

資産除去債務に

関する会計基準等

───── 当連結会計年度より、「資産除去債務に関す

る会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年

３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

これによる連結財務諸表に与える影響は軽

微であります。

 

持分法に関する会計

基準及び持分法適用

関連会社の会計処理

に関する当面の取扱

いの適用

───── 当連結会計年度より、「持分法に関する会計

基準」（企業会計基準第16号　平成20年３月10

日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計

処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告

第24号　平成20年３月10日）を適用しておりま

す。

これによる連結財務諸表に与える影響はあ

りません。
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

企業結合に関する

会計基準等の適用

───── 当連結会計年度より、「企業結合に関する会

計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月

26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、

「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改

正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26

日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業

会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持分

法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　

平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20

年12月26日）を適用しております。

なお、本基準等に該当する事項はありませ

ん。

　

【表示方法の変更】

項目
 

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

連結貸借対照表関係 　前連結会計年度において区分掲記して

おりました「前受金」（当連結会計年

度９百万円）は、負債及び純資産の合計

額の5/100以下であるため、当連結会計

年度においては流動負債の「その他」

に含めて表示しております。

─────

　

項目
 

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

連結損益計算書関係 ───── １．前連結会計年度において営業外収

益の「その他」に含めて表示しており

ました「たな卸資産売却益」(前連結

会計年度６百万円)は、営業外収益合計

の10/100を超えることとなったため、

当連結会計年度においては区分掲記を

しております。

２．当連結会計年度より、「連結財務

諸表に関する会計基準」（企業会計基

準第22号平成20年12月26日）に基づ

き、財務諸表等規則等の一部を改正す

る内閣府令（平成21年３月24日内閣府

令第５号）を適用し、「少数株主損益

調整前当期純利益」の科目で表示して

おります。

　

【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

─────

 
　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用

しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金

額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合

計」の金額を記載しております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

項目
前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

　

※１　有形固定資産減価償却

　　　累計額

　　　

 
93,334百万円

 
97,826百万円

※２　非連結子会社及び関連

　　　会社に対するもの

　　　

投資有価証券(株式) 601百万円

　

投資有価証券(株式) 754百万円

　

※３　担保に供している資産

　　　　有形固定資産
科目

金額
(百万円)

備考

土地 5,895

工場財団

建物
及び構築物

13,063

機械装置
及び運搬具

12,185

その他 4

計 31,150　
　

科目
金額
(百万円)

備考

土地 5,895

工場財団

建物
及び構築物

12,224

機械装置
及び運搬具

10,283

その他 1

計 28,404　
　

　 担保資産に対する債務等(含む一年内
返済分)

長期借入金 14,949百万円

社債銀行保証 10,754百万円

計 25,704百万円

 

担保資産に対する債務等(含む一年内
返済分)

短期借入金

長期借入金

14,930百万円

22,220百万円

社債銀行保証 6,657百万円

計 43,808百万円

　４　偶発債務

 被保証者
保証債務
残高
(百万円)

被保証債務
の内容

従業員 299
住宅資金
借入金

NIPPON METAL
SERVICES(S)
PTE　LTD

199
金融機関
借入金

計 499　
　

被保証者
保証債務
残高
(百万円)

被保証債務
の内容

従業員 262
住宅資金
借入金

NIPPON METAL
SERVICES(S)
PTE　LTD

197
金融機関
借入金

計 460　

 

　５　受取手形割引高

 
2,419百万円

 
2,830百万円
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項目
前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

※６ 当座貸越契約 　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引銀行のりそな銀行、横

浜銀行他３行と当座貸越契約を締結し

ております。

　当連結会計年度末における当座貸越契

約に係る借入未実行残高等は次の通り

であります。

 

当座貸越契約の総額 16,000百万円

借入実行残高 15,130百万円

差引額 870百万円
 

　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引銀行のりそな銀行、横

浜銀行他３行と当座貸越契約を締結し

ております。

　当連結会計年度末における当座貸越契

約に係る借入未実行残高等は次の通り

であります。

 

当座貸越契約の総額 16,000百万円

借入実行残高 15,230百万円

差引額 770百万円

※７　財務制限条項

 

 

 

 

 

 

 

　長期借入金、社債（一年内返済分及び

一年内償還分を含む）には、財務制限

条項が付されたものがあり、内容は主

に以下の通りであります。

 

①連結貸借対照表における純資産の

　部の金額を17,676百万円以上（平

　成21年12月末の純資産の部の金額

　の75％）に維持すること。

 

②連結損益計算書の経常損益につき、

２期（但し、平成21年３月期を含ま

ない。）連続して損失を計上しない

こと。

 

同左

 

 
 

 
 

　

(連結損益計算書関係)

項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

 
※１　研究開発費の総額

　

　一般管理費及び当期製造費用に含ま

れる研究開発費

　 498百万円

　 　

　

　一般管理費及び当期製造費用に含ま

れる研究開発費

　 434百万円

　 　
　 　 　

※２　通常の販売目的で保有す

　　　るたな卸資産の収益性の

　　　低下による簿価切下げ額

　

売上原価 453百万円

　 　
売上原価 53百万円

　 　

　
※３　特別損失における

　　　固定資産除却損の内訳

 

　
機械装置及び運搬具　　　　32百万円

その他　　　　　　　　　　14百万円

　
機械装置及び運搬具　　　　56百万円

その他　　　　　　　　　　 0百万円
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　
※１  当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 △5,323百万円

　
※２  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,251百万円

繰延ヘッジ損益 △23百万円

持分法適用会社に対する持分相当額 △141百万円

　　　　　　　　計 1,086百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 177,215,809 ─ ─ 177,215,809
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 12,099,770 8,494 8,000,000 4,108,264
　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取りによる増加

 

8,494株

減少数の内訳は、次の通りであります。

第三者割当による処分 8,000,000株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月25日
定時株主総会

普通株式 330 2.0平成21年３月31日 平成21年６月26日

平成21年10月30日
取締役会

普通株式 173 1.0平成21年９月30日 平成21年12月2日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 177,215,8098,389,666 ─ 185,605,475
　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

新株予約権の権利行使による増加

 

8,389,666株

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,108,264 11,275 ― 4,119,539
　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取り等による増加

 

11,275株

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
第１回乃至６回新株
予約権(行使価額修正
条項付新株予約権)

普通株式 ― 24,677,5078,389,66616,287,8415

(注) １．第１回乃至第６回新株予約権は、行使価額修正条項付新株予約権であります。

２．第１回乃至第６回新株予約権の「新株予約権の目的となる株式の数」欄は、当該新株予約権の新株予約権要

項に規定された行使価額に基づき算出しております。

第１回新株予約権(10個)…修正後行使価額105.4円(平成23年１月21日)

第２回新株予約権(７個)…修正後行使価額 96.0円(平成23年３月16日)

第２回乃至第６回新株予約権(43個)…行使価額132円（平成23年３月31日現在）

３．第１回乃至第６回新株予約権における当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであり、当連結会

計年度減少は新株予約権の行使によるものであります。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,201百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 ─

指定金銭信託 ─

現金及び現金同等物 5,201百万円

 

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,307百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 ―

指定金銭信託 ―

現金及び現金同等物 4,307百万円

 

　

　

(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

　　当額及び期末残高相当額

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

　　当額及び期末残高相当額

科目
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

1,715 868 846

工具器具及
び備品

258 154
 

103

その他 36 28 8

合計 2,010 1,052 958

　　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込法により算定しております。

科目
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

1,609 941 668

工具器具及
び備品

201 157　　 44

その他 5 5 0

合計 1,816 1,103 712

　　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込法により算定しております。

　②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 269百万円

１年超 688百万円

合計 958百万円

　②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 217百万円

１年超 495百万円

合計 712百万円

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込法により算定しており

ます。

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込法により算定しており

ます。

　③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 229百万円

減価償却費相当額 229百万円

　③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 266百万円

減価償却費相当額 266百万円

　④減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定

額法によっております。

 

　④減価償却費相当額の算定方法

同左
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(金融商品関係)

　前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　

　　（追加情報)

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月　　

10日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成　

20年３月10日）を適用しております。

　

（１）金融商品の状況に関する事項

　　①金融商品に対する取組方針

　　　　当社グループは、資金運用については短期的な預金に限定しており、資金調達については銀

　　　行借入によることを基本的な方針としております。また、デリバティブ取引は、借入金の金利

　　　変動リスク回避及び為替相場の変動リスク回避のために執行し、投機的な取引は行いません。

　　②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　　　■営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の業績不振、信用状況により回収不能となる

　　　　　リスクが生じる可能性があります。当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規程

　　　　　に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況につ

　　　　　いては四半期ごとに把握する体制としています。

　　　　■当社グループ保有の投資有価証券は、投資先の業績不振、証券市場における市況の悪化等

　　　　　により、評価損発生のリスクが生じる可能性があります。当該リスクに関して、上場会社

　　　　　株式については、日々時価を把握する体制としており、非上場会社株式については、定期

　　　　　的に発行体（取引企業）の財務状況を把握する体制としています。

　　　　■営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日です。

　　　　■借入金については、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則

　　　　　として５年以内）は主に設備投資に係る資金調達です。このうち変動金利の借入金は、金

　　　　　利の上昇により当社グループの業績に影響を与えるリスクが生じる可能性がありますが、

　　　　　長期借入金の一部については支払利息の固定化を目的に、ヘッジ手段として個別契約ごと

　　　　　にデリバティブ取引（金利スワップ取引）を執行しています。

　　　　■営業債務及び借入金は、予期せぬ資金流出等による、支払遅延及び返済遅延等のリスクが

　　　　　生じる可能性があります。当該リスクに関して、当社グループでは、各社が年間、半期、　　

　　　　　四半期及び月次の資金収支予算を作成するなどの方法により資金管理を徹底し、リスク対

　　　　　応を図っております。

　　　　■デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取

　　　　　引を目的とした先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取

　　　　　引を目的とした金利スワップ取引であります。

　　　　　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行ってお

　　　　　り、また、デリバティブ取引の執行にあたっては、信用リスクを軽減するために、信用度

　　　　　の高い国内銀行とのみ取引を行っています。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッ

　　　　　ジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「連結財務諸表作

　　　　　成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項　(7)重要なヘッジ会計

　　　　　の方法」に記載の通りであります。
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　　③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　下記「（２）金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等

　　　については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

（２）金融商品の時価等に関する事項

　　　平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

　　　差額については、次の通りです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

　　　は次表には含めておりません。（（注２）を参照下さい。）

　 　 　 　 （単位：百万円)

　 　 連結貸借対照表　　計
上額（※）

時価(※) 差額

　 　

　 (1) 現金及び預金 5,201 5,201 ―

　 (2) 受取手形及び売掛金 10,418 10,418 ―

　 (3) 投資有価証券 　 　 　

　 　　その他有価証券 6,888 6,888 ―

　 (4) 支払手形及び買掛金 (14,083)(14,083) ―

　 (5) 短期借入金 (16,792)(16,792) ―

　 (6) 社債（一年内償還予定含む） (13,692)(13,323) 368

　 (7) 長期借入金（一年内返済予定含む） (17,741)(17,646) 95

　 (8) デリバティブ取引 (59) (59) ―

　 (※)負債に計上されているものについては、(　)で示しております。 　
　

（注１）「金融商品の時価の算定方法」及び「有価証券及びデリバティブ取引」に関する事項

　　　　　　■「(1)現金及び預金」及び「(2)受取手形及び売掛金」

　　　　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

　　　　　　　　該帳簿価額によっております。

　　　　　　■「(3)投資有価証券（その他有価証券）」

　　　　　　　　　これらの時価については、市場価格によっております。

　　　　　　　　　なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借

　　　　　　　　対照表計上額と取得原価との差額については、「注記事項（有価証券関係）」を

　　　　　　　　ご参照下さい。　　

　　　　　　■「(4)支払手形及び買掛金」及び「(5)短期借入金」

　　　　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

　　　　　　　　該帳簿価額によっております。

　　　　　　■「(6)社債（一年内償還予定含む）」及び「(7)長期借入金（一年内返済予定含む）」

　　　　　　　　　これらの時価については、元利金の合計額（変動金利による長期借入金について

                は、金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として

　　　　　　　　処理された元利金の合計額）を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見

　　　　　　　　積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

　　　　　　　■「(8)デリバティブ取引」

　　　　　　　　　「デリバティブ取引関係」注記をご参照下さい。

（注２）非上場株式(連結貸借対照表計上額1,330百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ

　　　　　ュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められ

　　　　　るため、「(3)投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

EDINET提出書類

日本金属工業株式会社(E01241)

有価証券報告書

 80/132



　

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　 １年以内(百万円)

預金 5,195

受取手形及び売掛金 10,418

投資有価証券 　

　その他有価証券のうち満期があるもの ─

合計 15,614

（注４）社債・長期借入金及びその他の有利子負債の返済予定額については、「連結附属明細表

　　　　 の社債明細表及び借入金等明細表」をご参照下さい。
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　当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　

（１）金融商品の状況に関する事項

　　①金融商品に対する取組方針

　　　　当社グループは、資金運用については短期的な預金に限定しており、資金調達については銀

　　　行借入によることを基本的な方針としております。また、デリバティブ取引は、借入金の金利

　　　変動リスク回避及び為替相場の変動リスク回避のために執行し、投機的な取引は行いません。

　　②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　　　■営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の業績不振、信用状況により回収不能となる

　　　　　リスクが生じる可能性があります。当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規程

　　　　　に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況につ

　　　　　いては四半期ごとに把握する体制としています。

　　　　■当社グループ保有の投資有価証券は、投資先の業績不振、証券市場における市況の悪化等

　　　　　により、評価損発生のリスクが生じる可能性があります。当該リスクに関して、上場会社

　　　　　株式については、日々時価を把握する体制としており、非上場会社株式については、定期

　　　　　的に発行体（取引企業）の財務状況を把握する体制としています。

　　　　■営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日です。

　　　　■借入金については、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則

　　　　　として５年以内）は主に設備投資に係る資金調達です。このうち変動金利の借入金は、金

　　　　　利の上昇により当社グループの業績に影響を与えるリスクが生じる可能性がありますが、

　　　　　長期借入金の一部については支払利息の固定化を目的に、ヘッジ手段として個別契約ごと

　　　　　にデリバティブ取引（金利スワップ取引）を執行しています。

　　　　■営業債務及び借入金は、予期せぬ資金流出等による、支払遅延及び返済遅延等のリスクが

　　　　　生じる可能性があります。当該リスクに関して、当社グループでは、各社が年間、半期、　　

　　　　　四半期及び月次の資金収支予算を作成するなどの方法により資金管理を徹底し、リスク対

　　　　　応を図っております。

　　　　■デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取

　　　　　引を目的とした先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取

　　　　　引を目的とした金利スワップ取引であります。

　　　　　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行ってお

　　　　　り、また、デリバティブ取引の執行にあたっては、信用リスクを軽減するために、信用度

　　　　　の高い国内金融機関とのみ取引を行っています。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段と

　　　　　ヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「連結財務諸

　　　　　表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項　(7)重要なヘッ

　　　　　ジ会計の方法」に記載の通りであります。

　　　③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　下記「（２）金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等

　　　については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

EDINET提出書類

日本金属工業株式会社(E01241)

有価証券報告書

 82/132



　

（２）金融商品の時価等に関する事項

　　　平成23年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

　　　差額については、次の通りです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

　　　は次表には含めておりません。（（注２）を参照下さい。）

　 　 　 　 （単位：百万円)

　 　 連結貸借対照表　　計
上額（※）

時価(※) 差額

　 　

　 (1) 現金及び預金 4,307 4,307 ―

　 (2) 受取手形及び売掛金 11,174 11,174 ―

　 (3) 投資有価証券 　 　 　

　 　　その他有価証券 6,104 6,104 ―

　 (4) 支払手形及び買掛金 (14,580)(14,580) ―

　 (5) 短期借入金 (17,792)(17,792) ―

　 (6) 社債（一年内償還予定含む） (6,657) (6,507) 149

　 (7) 長期借入金（一年内返済予定含む） (24,220)(24,175) 45

　 (8) デリバティブ取引 (33) (33) ―

　 (※)負債に計上されているものについては、(　)で示しております。 　
　

（注１）「金融商品の時価の算定方法」及び「有価証券及びデリバティブ取引」に関する事項

　　　　　　■「(1)現金及び預金」及び「(2)受取手形及び売掛金」

　　　　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

　　　　　　　　該帳簿価額によっております。

　　　　　　■「(3)投資有価証券（その他有価証券）」

　　　　　　　　　これらの時価については、市場価格によっております。

　　　　　　　　　なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借

　　　　　　　　対照表計上額と取得原価との差額については、「注記事項（有価証券関係）」を

　　　　　　　　ご参照下さい。　　

　　　　　　■「(4)支払手形及び買掛金」及び「(5)短期借入金」

　　　　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

　　　　　　　　該帳簿価額によっております。

　　　　　　■「(6)社債（一年内償還予定含む）」及び「(7)長期借入金(一年内返済予定含む)」

　　　　　　　　　これらの時価については、元利金の合計額（変動金利による長期借入金について

                は、金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として

　　　　　　　　処理された元利金の合計額）を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見

　　　　　　　　積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

　　　　　　　■「(8)デリバティブ取引」

　　　　　　　　　「デリバティブ取引関係」注記をご参照下さい。

（注２）非上場株式(連結貸借対照表計上額1,498百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ

　　　　　ュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められ

　　　　　るため、「(3)投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

EDINET提出書類

日本金属工業株式会社(E01241)

有価証券報告書

 83/132



　

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　 １年以内(百万円)

預金 4,302

受取手形及び売掛金 11,174

投資有価証券 　

　その他有価証券のうち満期があるもの ―

合計 15,477

（注４）社債・長期借入金及びその他の有利子負債の返済予定額については、「連結附属明細表

　　　　 の社債明細表及び借入金等明細表」をご参照下さい。
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(有価証券関係)

Ⅰ　前連結会計年度

有価証券

１　売買目的有価証券(平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

２　満期保有目的の債券(平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

３　その他有価証券(平成22年３月31日)

　

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超える
もの

　 　 　

①株式 5,521 4,069 1,452

②債券
―
 

― ―

③その他
―
 

― ―

小計 5,521 4,069 1,452

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えな
いもの

　 　 　

①株式 1,367 2,078 △710

②債券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 1,367 2,078 △710

合計 6,888 6,147 741

(注)　「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。

　

４　連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 1,062 518 19
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Ⅱ　当連結会計年度

有価証券

１　売買目的有価証券(平成23年３月31日)

該当事項はありません。

　

２　満期保有目的の債券(平成23年３月31日)

該当事項はありません。

　

３　その他有価証券(平成23年３月31日)

　

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超える
もの

　 　 　

①株式 4,154 3,103 1,051

②債券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 4,154 3,103 1,051

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えな
いもの

　 　 　

①株式 1,949 2,873 △924

②債券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 1,949 2,873 △924

合計 6,104 5,977 127

(注)　「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。

　

４　連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成22年４月１日　至平成23年３月31日)

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 247 63 ――――
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　該当事項はありません。

　
　２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

（１）通貨関連

ヘッジ会計の
方法

取引の種類
主なヘッジ
対象

契約額等
(百万円)

１年超　
(百万円)

時価
(百万円)

原則的処理
方法

為替予約取引
売建
　　　米ドル

売掛金 1,464 ─ △32

合計 1,464 ─ △32

　（注）時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

　
（２）金利関連

ヘッジ会計の
方法

取引の種類
主なヘッジ
対象

契約額等
(百万円)

１年超　
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップの
特例処理 金利スワップ取引

長期借入金 7,250 5,501

（注）社債 6,000 3,000

合計 13,250 8,501

　（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金・社債と一体として処理されてい

　　　　るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　該当事項はありません。

　
　２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

（１）通貨関連

ヘッジ会計の
方法

取引の種類
主なヘッジ
対象

契約額等
(百万円)

１年超　
(百万円)

時価
(百万円)

原則的処理
方法

為替予約取引
売建
　　　米ドル

売掛金 1,556 ― △22

合計 1,556 ― △22

　（注）時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

　
（２）金利関連

ヘッジ会計の
方法

取引の種類
主なヘッジ
対象

契約額等
(百万円)

１年超　
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップの
特例処理 金利スワップ取引

長期借入金 14,491 11,533

（注）社債 3,000 ―

合計 17,491 11,533

　（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金・社債と一体として処理されてい

　　　　るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(退職給付関係)

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退

職一時金制度を設けております。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。

２　退職給付債務に関する事項(平成22年３月31日)

(1) 退職給付債務 △18,169百万円

(2) 年金資産 10,647

(3) 未積立退職給付債務((1)＋(2)) △7,521

(4) 未認識数理計算上の差異 4,833

(5) 未認識過去勤務債務 152

(6) 連結貸借対照表計上額純額((3)＋(4)＋(5)) △2,535

(7) 前払年金費用 1,155

(8) 退職給付引当金((6)－(7)) △3,691

(注) １　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

(1) 勤務費用 445百万円

(2) 利息費用 348

(3) 期待運用収益 △256

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 755

(5) 過去勤務債務の費用処理額　　　　(注)３ 15

(6) 退職給付費用((1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)) 1,309

(注) １　従業員拠出額を控除しております。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1) 勤務費用」に計上しております。

３　「２　退職給付債務に関する事項」(5) に記載の過去勤務債務に係る当期費用処理額であります。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.0％

(3) 期待運用収益率 3.0％

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 12年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によっております。)

(5) 数理計算上の差異の処理年数 12年又は14年

　　(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌連結会計年度

から費用処理することとしております。)
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当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退

職一時金制度を設けております。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。

２　退職給付債務に関する事項(平成23年３月31日)

(1) 退職給付債務 △17,202百万円

(2) 年金資産 11,510　     　

(3) 未積立退職給付債務((1)＋(2)) △5,690       

(4) 未認識数理計算上の差異 4,752       

(5) 未認識過去勤務債務 △961       

(6) 連結貸借対照表計上額純額((3)＋(4)＋(5)) △1,901       

(7) 前払年金費用 1,933       

(8) 退職給付引当金((6)－(7)) △3,834       

(注) １　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

(1) 勤務費用 461百万円

(2) 利息費用 346       

(3) 期待運用収益 △316       

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 715       

(5) 過去勤務債務の費用処理額　　　　(注)３ △31       

(6) 退職給付費用((1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)) 1,174       

(注) １　従業員拠出額を控除しております。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1) 勤務費用」に計上しております。

３　「２　退職給付債務に関する事項」(5) に記載の過去勤務債務に係る当期費用処理額であります。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.0％

(3) 期待運用収益率 3.0％

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 12年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によっております。)

(5) 数理計算上の差異の処理年数 12年又は14年

　　(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌連結会計年度

から費用処理することとしております。)
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　 (繰延税金資産)

　たな卸資産評価損 151百万円

　投資有価証券及び

  ゴルフ会員権評価減
855百万円

　退職給付引当金 1,020百万円

　税務上の繰越欠損金 6,672百万円

　　その他 614百万円

　　　繰延税金資産小計 9,314百万円

　　評価性引当額 △8,204百万円

　　　繰延税金資産合計 1,109百万円

　 (繰延税金負債)

　　その他有価証券評価差額金 65百万円

　　その他 －百万円

　　　繰延税金負債合計 65百万円

　　　繰延税金資産の純額 1,044百万円

 

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　 (繰延税金資産)

　たな卸資産評価損 161百万円

　投資有価証券及び

  ゴルフ会員権評価減
892百万円

　退職給付引当金 764百万円

　税務上の繰越欠損金 6,730百万円

　　その他 409百万円

　　　繰延税金資産小計 8,958百万円

　　評価性引当額 △7,925百万円

　　　繰延税金資産合計 1,032百万円

　 (繰延税金負債)

　　その他有価証券評価差額金 29百万円

　　その他 25百万円

　　　繰延税金負債合計 55百万円

　　　繰延税金資産の純額 977百万円

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
　　　当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上し

ているため、記載を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　(調整)

法定実効税率 40.5%

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.7%

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.0%

住民税均等割 3.2%

評価性引当額 △14.7%

その他 1.1%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.9%

　 　

前へ
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

事業の種類別セグメントは、「ステンレス鋼、耐熱鋼その他各種金属製品の製造・加工・販売事業」

及び「その他の事業」であり、前連結会計年度において「ステンレス鋼、耐熱鋼その他各種金属製品の

製造・加工・販売事業」の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利

益及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％を超えておりますので、事業の

種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がありません

ので、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 30,269 349 30,619

Ⅱ　連結売上高(百万円) ─ ─ 75,705

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

40.0 0.5 40.4

　　　　　(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　　　　２　各区分に属する主な国又は地域

　　　　　(1) アジア……………中国、韓国、台湾、香港、シンガポール他

　　　　　(2) その他の地域……米国、欧州他

　　　　　３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)及び当連結会計年度(自  平成22年

４月１日  至  平成23年３月31日)

　 　
　(追加情報)

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平成21年３

月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日)を適用しております。

　
当社及び当社連結子会社は、「ステンレス鋼、耐熱鋼その他各種金属製品の製造・加工・販売事業」を

事業内容としており、事業区分が単一セグメントのため、記載を省略しております。

　
　

EDINET提出書類

日本金属工業株式会社(E01241)

有価証券報告書

 93/132



　

【関連情報】

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

当社及び当社連結子会社は、「ステンレス鋼、耐熱鋼その他各種金属製品の製造・加工・販売事業」を

事業内容としており、事業区分が単一セグメントのため、記載を省略しております。

　
２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　 　 　 (単位：百万円)

日本 アジア その他 合計

65,304 27,192 706 93,203

　

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３  主要な顧客ごとの情報

　 　 （単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

伊藤忠丸紅鉄鋼（株） 21,345
ステンレス鋼、耐熱鋼その他各種金属製品の製
造・加工・販売事業

（株）メタルワン 9,804
ステンレス鋼、耐熱鋼その他各種金属製品の製
造・加工・販売事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。

　
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。

　

【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)
　

項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 123円25銭 121円73銭

１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額(△)

△37円76銭 1円92銭

　 　 　

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額

潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

1円92銭

　

(注)　算定上の基礎
　

１　１株当たり純資産額
　

項目
前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

当連結会計年度末
(平成23年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 21,335　 22,098

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 　― 5

　うち新株予約権 ― 5

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 21,335 22,093

普通株式の発行済株式数(千株) 177,215　　　　 185,605

普通株式に係る自己株式数(千株) 4,108　 4,119

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式

の数(千株)
173,107　 181,486

　

２　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額(△)並びに潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
　

項目
前連結会計年度

(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額(△) 　 　

　当期純利益金額又は当期純損失金額(△)(百万円) △6,410 336　

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

　普通株式に係る当期純利益金額又は

　当期純損失金額(△)(百万円)
△6,410 336　

　普通株式の期中平均株式数(千株) 169,778 174,589　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

　普通株式増加数(株) ― 38,859株

　　うち新株予約権 ― 38,859株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要
―

平成22年12月16日発行
第２回乃至第６回新株予約
権(新株予約権の総数43個)

　

(重要な後発事象)

    

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

　該当事項はありません。 同左
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率 担保 償還期限

当社
第２回
無担保社債

平成17年
９月30日

(3,000)
3,000

(―)
―

0.93% なし
平成22年
９月30日

〃
第４回
無担保社債

平成17年
９月30日

(1,800)
1,800

(―)
―

３ヶ月TIBOR＋0.30%なし
平成22年
９月30日

〃
第５回
無担保社債

平成18年
３月31日

(1,000)
1,000

(―)
―

６ヶ月TIBOR＋0.25%なし
平成23年
３月31日

〃
第６回
無担保社債

平成18年
９月28日

3,000
(3,000)
3,000

1.49% なし
平成23年
９月28日

〃
第７回無担保
変動利付社債

平成19年
１月31日

(500)
1,000

(500)
500

６ヶ月円TIBOR＋0.15%なし
平成24年
１月31日

〃
第８回
無担保社債

平成20年
２月28日

(360)
1,080

(360)
720

1.09% なし
平成25年
２月28日

〃
第９回無担保
変動利付社債

平成20年
９月30日

(375)
1,312

(375)
937

６ヶ月円TIBOR なし
平成25年
９月30日

〃
第10回
無担保社債

平成20年
９月25日

1,500
(1,500)
1,500

６ヶ月円TIBOR＋0.1%なし
平成23年
９月30日

合計 ― ―
(7,035)
13,692

(5,735)
6,657

― ― ―

(注) １　連結決算日５年内における償還予定額は以下の通りであります。

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

5,735 735 187 ― ―

２　当期末残高欄の上段（　）内の金額は内数で、１年内に償還する予定の社債であります。

　
【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 16,792 17,792 2.0 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 4,739 6,173 2.2 ―

１年以内に返済予定のリース債務 3 5 ─ ─

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

13,002 18,047 2.6
平成24年４月
～平成28年３月

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く）

12 17 ─
平成24年４月
～平成29年７月

合計 34,551 42,035 ─ ―

(注) １　「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸

借対照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)及びリース債務（１年以内の支払予定のものを除く）の連結

決算日後５年間の返済予定額及び支払予定額は以下の通りであります。

　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 5,730 3,972 2,749 5,596

リース債務 5 4 3 2

　
【資産除去債務明細表】

当連結会計年度末及び直前連結会計年度末における資産除去債務の金額が当該各連結会計年度末

における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

　

　　当連結会計年度における四半期情報

　
第１四半期

(自平成22年４月１日
　至平成22年６月30日)

第２四半期
(自平成22年７月１日
　至平成22年９月30日)

第３四半期
(自平成22年10月１日
　至平成22年12月31日)

第４四半期
(自平成23年１月１日
　至平成23年３月31日)

売上高(百万円) 25,391 21,439 21,806 24,566

税金等調整前四半期純
利益又は四半期
純損失(△)
(百万円)

△545 △190 760 483

四半期純利益又は
四半期純損失(△)
(百万円)

△562 △233 717 414

１株当たり四半期
純利益又は四半期
純損失(△)(円)

△3.25 △1.35 4.14 2.31
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,399 2,861

受取手形 － 42

売掛金 ※3
 10,249

※3
 11,404

商品及び製品 2,255 2,681

仕掛品 6,892 7,606

原材料及び貯蔵品 8,839 11,546

未収還付法人税等 － 34

未収入金 94 656

前払費用 187 166

繰延税金資産 732 579

関係会社短期貸付金 670 45

貸倒引当金 △86 △11

流動資産合計 34,235 37,613

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 12,029 11,261

構築物（純額） 1,961 1,806

機械及び装置（純額） 19,643 17,096

車両運搬具（純額） 81 81

工具、器具及び備品（純額） 593 529

土地 5,954 5,954

リース資産（純額） 15 21

建設仮勘定 298 280

有形固定資産合計 ※1, ※2
 40,578

※1, ※2
 37,032

無形固定資産

その他の施設利用権 128 135

無形固定資産合計 128 135

投資その他の資産

投資有価証券 7,586 6,813

関係会社株式 1,249 1,440

関係会社長期貸付金 1,447 600

長期前払費用 1,155 1,935

繰延税金資産 － 124

その他 334 314

貸倒引当金 △31 △30

投資その他の資産合計 11,741 11,198

固定資産合計 52,449 48,365

資産合計 86,685 85,979
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 ※3
 1,910

※3
 2,059

買掛金 ※3
 11,778

※3
 11,871

短期借入金 ※5
 15,130

※5
 15,230

1年内返済予定の長期借入金 ※6
 4,739

※6
 6,173

1年内償還予定の社債 ※6
 7,035

※6
 5,735

未払金 849 335

未払費用 705 321

未払法人税等 15 －

未払消費税等 72 162

預り金 30 42

賞与引当金 375 218

設備関係支払手形 208 141

リース債務 3 5

その他 47 34

流動負債合計 42,901 42,331

固定負債

社債 ※6
 6,657

※6
 922

長期借入金 ※6
 13,002

※6
 18,047

リース債務 12 17

退職給付引当金 3,394 3,514

繰延税金負債 65 －

その他 10 7

固定負債合計 23,143 22,508

負債合計 66,044 64,840

純資産の部

株主資本

資本金 12,982 13,408

資本剰余金

資本準備金 7,256 7,682

資本剰余金合計 7,256 7,682

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 792 1,010

利益剰余金合計 792 1,010

自己株式 △1,051 △1,052

株主資本合計 19,979 21,049

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 675 95

繰延ヘッジ損益 △15 △11

評価・換算差額等合計 660 84

新株予約権 － 5

純資産合計 20,640 21,139

負債純資産合計 86,685 85,979
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

売上高 ※1
 71,256

※1
 87,297

売上原価

製品期首たな卸高 1,900 2,255

当期製品製造原価 ※5
 71,864

※5
 82,790

当期製品仕入高 130 77

合計 73,895 85,124

製品期末たな卸高 2,255 2,681

売上原価合計 ※2
 71,639

※2
 82,443

売上総利益又は売上総損失（△） △383 4,854

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 1,264 1,284

給料手当及び賞与 914 870

賞与引当金繰入額 59 25

退職給付費用 318 232

貸倒引当金繰入額 24 4

福利厚生費 175 155

賃借料 410 373

減価償却費 5 23

研究開発費 450 398

外注費 134 71

役員報酬 192 136

その他 669 663

販売費及び一般管理費合計 ※5
 4,621

※5
 4,238

営業利益又は営業損失（△） △5,005 615

営業外収益

受取利息 42 28

受取配当金 228 641

助成金収入 133 47

たな卸資産売却益 － 136

その他 200 260

営業外収益合計 ※3
 606

※3
 1,114

営業外費用

支払利息 756 1,003

社債利息 178 114

為替差損 252 329

その他 252 120

営業外費用合計 1,438 1,568

経常利益又は経常損失（△） △5,838 162
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 486 －

相模原土地売却費用戻入益 － 300

特別利益合計 486 300

特別損失

固定資産除却損 ※4
 45

※4
 50

投資有価証券評価損 82 －

事務所移転費用 168 －

環境対策費 71 －

災害による損失 － 18

債権譲渡損 － 147

相模原土壌浄化費用 － 14

その他 47 －

特別損失合計 414 232

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △5,766 229

法人税、住民税及び事業税 14 11

法人税等調整額 512 －

法人税等合計 526 11

当期純利益又は当期純損失（△） △6,293 218
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　 【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　原材料費 　 56,534 76.2 64,927 77.2

Ⅱ　労務費 　 3,382 4.5 3,403 4.0

Ⅲ　経費 　 14,296 19.3 15,776 18.8

(内　電力費) 　 (3,194)　 (3,509)　

(内　外注費)　 　 (1,906)　 (2,866)　

(内　減価償却費) 　 (4,339)　 (4,364)　

当期総製造費用 　 74,213100.0 84,108100.0

仕掛品期首たな卸高 　 5,073　 6,892　

合計 　 79,287　 91,000　

他勘定払出高 　 529　 603　

仕掛品期末たな卸高 　 6,892　 7,606　

当期製品製造原価 　 71,864　 82,790　

　 　 　 　 　 　

(注)　当社の原価計算は、工程別・組別総合原価計算による予定原価制度を採用しており、それにより生ずる原価差額は

期末に調整して実際原価に修正しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,982 12,982

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） － 426

当期変動額合計 － 426

当期末残高 12,982 13,408

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 7,256 7,256

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） － 426

当期変動額合計 － 426

当期末残高 7,256 7,682

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 8,021 792

当期変動額

剰余金の配当 △503 －

当期純利益又は当期純損失（△） △6,293 218

自己株式の処分 △432 －

当期変動額合計 △7,228 218

当期末残高 792 1,010

利益剰余金合計

前期末残高 8,021 792

当期変動額

剰余金の配当 △503 －

当期純利益又は当期純損失（△） △6,293 218

自己株式の処分 △432 －

当期変動額合計 △7,228 218

当期末残高 792 1,010

自己株式

前期末残高 △3,106 △1,051

当期変動額

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 2,056 －

当期変動額合計 2,054 △0

当期末残高 △1,051 △1,052
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 25,154 19,979

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） － 852

剰余金の配当 △503 －

当期純利益又は当期純損失（△） △6,293 218

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 1,624 －

当期変動額合計 △5,174 1,069

当期末残高 19,979 21,049

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △584 675

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,259 △579

当期変動額合計 1,259 △579

当期末残高 675 95

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △4 △15

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△10 3

当期変動額合計 △10 3

当期末残高 △15 △11

評価・換算差額等合計

前期末残高 △588 660

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,248 △575

当期変動額合計 1,248 △575

当期末残高 660 84

新株予約権

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 5

当期変動額合計 － 5

当期末残高 － 5
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

純資産合計

前期末残高 24,565 20,640

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） － 852

剰余金の配当 △503 －

当期純利益又は当期純損失（△） △6,293 218

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 1,624 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,248 △570

当期変動額合計 △3,925 498

当期末残高 20,640 21,139
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評

価方法

　
　

　
　

　(1)子会社株式及び関連

 会社株式

　

　移動平均法による原価法

 
 

同左

 

　(2)その他有価証券 　①時価のあるもの

　　期末日の市場価格に基づく時価法

　 （評価差額は全部純資産直入法に

　　より処理し、売却原価は移動平均

　　法により算定）

　①時価のあるもの

同左

　 　②時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　

　②時価のないもの

同左

２　棚卸資産の評価基準及び評

価方法

　 　

　(1) 商品及び製品・仕掛品 　総平均法による原価法(貸借対照表価

額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定)

同左

　 　 　
　(2) 原材料及び貯蔵品

 
　移動平均法による原価法(貸借対照表

価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定)

同左

　 　 　
３　デリバティブ取引の評価基

準及び評価方法

 

　時価法を採用しております。 同左

４　固定資産の減価償却方法　　

　　　

　 　

　(1) 有形固定資産

 

　定額法を採用しております。 同左

　(2) 無形固定資産

 

　(3) リース資産

 

　定額法を採用しております。

 

　所有権移転外ファイナンス・リース

に係るリース資産については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ

とする定額法を採用しております。 

　なお、リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準委員会　平成５

年６月17日　最終改正平成19年３月30

日　企業会計基準第13号）の適用初年

度前のリース取引については、通常の

賃貸借処理に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 

同左

 

同左
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項目
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

５　繰延資産の処理方法

　　　

　支払時に全額費用処理する方法を採

用しております。

 

同左

６　引当金の計上基準 　 　
　(1) 貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

 

同左

  (2) 賞与引当金 　従業員の賞与の支払に備えるため、支

給見込額基準により当期負担額を計上

しております。 

 

 

同左

　(3) 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる

額を計上しております。 

　過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(12年)による按分額を費用処

理しております。 

　数理計算上の差異については、各期の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(退職金制度に

おいては14年、確定給付企業年金制度

においては12年)による按分額をそれ

ぞれ発生の翌期より費用処理しており

ます。 

同左

　 　 (追加情報)

　当社は当事業年度において当社が採

用している確定給付型の企業年金基金

制度について、給付利率を確定利率の

制度から給付利率変動型年金制度へ変

更しております。

　上記の変更に伴い、退職給付債務（過

去勤務債務）は1,145百万円減少して

おります。これにより、当連結会計年度

において営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益は71百万円それぞれ増加

しております。
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項目
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

７　ヘッジ会計の方法

　　①ヘッジ会計の方法

　
　繰延ヘッジによっております。
　なお、変動金利の借入金の一部につい
て金利スワップ取引等により変動リス
クをヘッジしておりますが、特例処理の
要件を満たしているため特例処理を採
用しております。
　

 
同左

　　②ヘッジ手段とヘッジ

対象

　1)金利スワップ取引

　　借入金利息

 

　1)金利スワップ取引
同左

　 　2)為替予約取引

　  予定取引に係る売掛金

 

　2)為替予約取引

同左

 

　　③ヘッジ方針 　金利相場及び為替相場の変動リスク

の軽減を目的にデリバティブ取引を

行っております。また、投機目的のデリ

バティブ取引は行っておりません。

 

同左

 

　　④ヘッジ有効性評価の

方法

　金利スワップ取引については、特例処

理によっており、有効性の評価を省略し

ております。為替予約取引については当

該取引の過去の実績及び今後の予定な

どを勘案し、実行可能性があることを検

証することにより有効性の評価を行っ

ております。

 

同左

８　その他財務諸表作成の為の

基本となる重要な事項

　　消費税及び地方消費税の処

理方法

　税抜方式を採用しております。

　　　

同左
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【会計方針の変更】

項目
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

退職給付に係る会計基準の適用　

　

 
 
 

　当事業年度より、「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その３）（企業

会計基準第19号　平成20年７月31日）を

適用しております。

　これによる財務諸表に与える影響はあ

りません。

　

─────

 

資産除去債務に関する会計基準

等

───── 当事業年度より、「資産除去債務に関

する会計基準」（企業会計基準第18号　

平成20年３月31日）及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号　平成20年３

月31日）を適用しております。

これによる財務諸表に与える影響は

軽微であります。

 

　
【表示方法の変更】

項目
 

前事業年度
（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

損益計算書関係 ───── 　前事業年度において営業外収益の

「その他」に含めて表示しておりまし

た「たな卸資産売却益」(前事業年度

６百万円)は、営業外収益の10/100を超

えることとなったため、当事業年度に

おいては区分掲記をしております。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　

項目
前事業年度

(平成22年３月31日)
当事業年度

(平成23年３月31日)

　
※１　有形固定資産減価償却

　　累計額

　

 
90,331百万円

 
94,705百万円

※２　担保に供している資産

　　有形固定資産

 

科目
金額
(百万円)

備考

土地 5,895

工場財団

建物 11,984

構築物 1,079

機械及び装置 12,185

工具器具
及び備品

4

計 31,150　
　

科目
金額
(百万円)

備考

土地 5,895

工場財団

建物 11,219

構築物 1,005

機械及び装置 10,283

工具器具
及び備品

1

計 28,404　
　 担保資産に対する債務等(含む一年内

返済分)

長期借入金 14,949百万円

社債銀行保証 10,754百万円

計 25,704百万円

担保資産に対する債務等(含む一年内

返済分)

短期借入金 14,930百万円

長期借入金 22,220百万円

社債銀行保証 6,657百万円

計 43,808百万円

　
※３　関係会社に対する主な

　　　資産及び負債(区分掲記

　　　されたものを除く)

　

科目 金額(百万円)

売掛金 5,541

買掛金 1,031

支払手形 135

　

科目 金額(百万円)

売掛金 5,632

買掛金 965

支払手形 555

　

 ４　偶発債務
被保証者

保証債務
残高
(百万円)

被保証債務
の内容

当社従業員 299住宅資金借入金
NIPPON METAL
SERVICES(S)
PTE  LTD

199金融機関借入金

計 499　
　

被保証者
保証債務
残高
(百万円)

被保証債務
の内容

当社従業員 262住宅資金借入金
NIPPON METAL
SERVICES(S)
PTE  LTD

197金融機関借入金

計 460　
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項目
前事業年度

(平成22年３月31日)
当事業年度

(平成23年３月31日)

※５　当座貸越契約 　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引銀行のりそな銀行、横

浜銀行他３行と当座貸越契約を締結し

ております。

　当事業年度末における当座貸越契約

に係る借入未実行残高等は次の通りで

あります。

 

当座貸越契約の総額 16,000百万円

借入実行残高 15,130百万円

差引額 870百万円

 

　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引銀行のりそな銀行、横

浜銀行他３行と当座貸越契約を締結し

ております。

　当事業年度末における当座貸越契約

に係る借入未実行残高等は次の通りで

あります。

 

当座貸越契約の総額 16,000百万円

借入実行残高 15,230百万円

差引額 770百万円

 
※６　財務制限条項

 

 

 

 

 

 

　長期借入金、社債（１年内返済分及び

１年内償還分を含む）には、財務制限

条項が付されたものがあり、内容は主

に以下の通りであります。

 

①連結貸借対照表における純資産の

　部の金額を17,676百万円以上（平

　成21年12月末の純資産の部の金額

　の75%）に維持すること。

 

②連結損益計算書の経常損益につき、

　２期（但し、平成21年３月期を含ま

　ない。）連続して損失を計上しない

　こと。

 

同左
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(損益計算書関係)

　

項目
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

 
※１　関係会社に係る売上高

 
関係会社への売上高　　20,127百万円

 
関係会社への売上高　　24,985百万円

※２　通常の販売目的で保有す

　るたな卸資産の収益性の

　低下による簿価切下げ額

売上原価 449百万円

　 　
　

売上原価 44百万円

　 　
　

　
※３　関係会社に係る

　　　営業外収益

　

受取配当金 113百万円

その他 78百万円

　

　

受取配当金 498百万円

その他 56百万円

　

※４　特別損失における

　　　固定資産除却損の内訳

　

機械及び装置 30百万円

その他 14百万円

　

機械及び装置 49百万円

その他 0百万円

　　

※５　研究開発費の総額

　

　

　一般管理費及び当期製造費用に含まれ

る研究開発費

497百万円

　一般管理費及び当期製造費用に含まれ

る研究開発費

434百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

　

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 12,099,770 8,494 8,000,000 4,108,264
　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取りによる増加 8,494株
　

　

減少数の内訳は、次の通りであります。

第三者割当による処分 8,000,000株

　

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 4,108,264 5,875 ― 4,114,139
　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取りによる増加 5,875株

　

次へ
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(リース取引関係)

　

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

    当額及び期末残高相当額

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

    当額及び期末残高相当額

　

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却累

計額相当額

(百万円)

期末残高

相当額

(百万円)

機械及び装置 1,476 736 739

車両及び運搬
具

50 34 16

工具器具
及び備品

218 137 80

ソフトウェア 31 24 6

合計 1,776 933 843

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込法により算定しております。

　

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却累

計額相当額

(百万円)

期末残高

相当額

(百万円)

機械及び装置 1,462 833 628

車両及び運搬
具

20 15 4

工具器具
及び備品

168 130 37

ソフトウェア 12 8 4

合計 1,663 987 675

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込法により算定しております。

 
　②未経過リース料期末残高相当額

１年内 236百万円

１年超 606百万円

合計 843百万円

  ②未経過リース料期末残高相当額

１年内 200百万円

１年超 475百万円

合計 675百万円

 

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込法により算定しております。

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込法により算定しております。

　③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 195百万円

減価償却費相当額 195百万円

　③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 246百万円

減価償却費相当額 246百万円

 

　④減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定

額法によっております。　　

 

　④減価償却費相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前事業年度(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)

　

　　（追加情報）

　　　　　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10

　　　　日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平

　　　　成20年３月10日）を適用しております。

 

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式1,228百万円、関連会社株式21百万

円）は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりませ

ん。

　

当事業年度(自平成22年４月１日　至平成23年３月31日)

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式1,312百万円、関連会社株式128百万

円）は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりませ

ん。

　

(税効果会計関係)

　

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産)

　　たな卸資産評価損否認額 149百万円

　　投資有価証券及び
　　ゴルフ会員権評価減

856百万円

　　退職給付引当金 900百万円

　 繰越欠損金 4,911百万円

　　その他 552百万円

　　　繰延税金資産小計 7,370百万円

　　評価性引当額 △6,638百万円

　　　繰延税金資産合計 732百万円

　(繰延税金負債)

　　その他有価証券評価差額金 65百万円

　　　繰延税金負債合計 65百万円

　　　繰延税金資産の純額 666百万円

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産)

　　たな卸資産評価損否認額 161百万円

　　投資有価証券及び
　　ゴルフ会員権評価減

893百万円

　　退職給付引当金 635百万円

　 繰越欠損金 5,401百万円

　　その他 327百万円

　　　繰延税金資産小計 7,419百万円

　　評価性引当額 △6,687百万円

　　　繰延税金資産合計 732百万円

　(繰延税金負債)

　　その他有価証券評価差額金 28百万円

　　　繰延税金負債合計 28百万円

　　　繰延税金資産の純額 703百万円

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　　

当事業年度は、税引前当期純損失を計上している

ため、記載を省略しております。

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.2%

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.7%

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △89.5%

住民税均等割 6.0%

評価性引当額 42.3%

その他 0.3%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 5.0%
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(１株当たり情報)
　

項目
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 119円23銭 116円45銭

１株当たり当期純利益金額

又は当期純損失金額(△)
△37円07銭 1円25銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額

潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

 
1円25銭

　

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額
　

項目
前事業年度末

(平成22年３月31日)
当事業年度末

(平成23年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 20,640　 21,139

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 　― 5

　うち新株予約権 ― 5

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 20,640 21,134

普通株式の発行済株式数(千株) 177,215　　　　 185,605

普通株式に係る自己株式数(千株) 4,108　 4,114

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式

の数(千株)
173,107　 181,491

　

２　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額(△)並びに潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
　

項目
前事業年度

(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当事業年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額(△) 　 　

　当期純利益金額又は当期純損失金額(△)(百万円) △6,293 218　

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

　普通株式に係る当期純利益金額又は

　当期純損失金額(△)(百万円)
△6,293 218　

　普通株式の期中平均株式数(千株) 169,778 174,595　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

　普通株式増加数(株) ― 38,859株

　　うち新株予約権 ― 38,859株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要
―

平成22年12月16日発行
第２回乃至第６回新株予約
権(新株予約権の総数43個)

　

(重要な後発事象)
　

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　該当事項はありません。 同左
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　

　(その他有価証券) 　 　

日新製鋼（株） 5,000,000 895

阪和興業（株） 2,390,000 879

（株）長府製作所 409,000 852

住友金属鉱山（株） 512,000 732

（株）日阪製作所 600,000 607

丸全昭和運輸（株） 1,994,579 580

リンタツ（株） 343,200 528

大陽日酸（株） 475,488 329

ＪＦＥホールディングス（株） 129,000 313

東海カーボン（株） 593,000 245

大同特殊鋼（株） 400,000 189

その他22銘柄 8,698,378 659

計 21,544,645 6,813
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高

(百万円)

当期増加額

(百万円)

当期減少額

(百万円)

当期末残高

(百万円)

当期末減価

償却累計額

又は償却

累計額

(百万円)

当期償却額

(百万円)

差引当期末

残高

(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 26,880 6 1 26,88515,624 774 11,261

　構築物 4,727 20 ― 4,748 2,941 174 1,806

　機械及び装置 89,719 824 187 90,35673,2603,32117,096

　車両運搬具 525 36 0 561 480 36 81

　工具、器具及び備品 2,785 152 16 2,921 2,392 217 529

　土地 5,954 ― ― 5,954 ― ― 5,954

　リース資産 18 10 ― 29 7 4 21

　建設仮勘定 298 160 178 280 ― ― 280

有形固定資産計 130,9101,212 384 131,73894,7054,52837,032

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　その他施設利用権 557 58 ― 616 480 51 135

無形固定資産計 557 58 ― 616 480 51 135

長期前払費用 1,155 782 2 1,935 ― ― 1,935

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

　
　　　　 

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 117 42 ― 117 42

賞与引当金 375 218 375 ― 218

(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、洗替による戻入額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金
　

区分 金額(百万円)

 現金 1

 預金 　

　 当座預金 2,705

　 普通預金 154

　 外貨預金 0

計 2,860

合計 2,861

　
②　受取手形

相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

　小田鋼機（株） 21

　利昌工業（株） 17

 （株）ＵＥＸ 2

合計 42

　
期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

 平成23年４月 23

　 　　　５月 6

　 　　　６月 10

　　 　　７月 0

合計 42

　
③　売掛金
相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

 日金工商事（株） 5,363

 伊藤忠丸紅鉄鋼（株） 2,150

（株）メタルワン 624

 三井物産（株） 431

 リンタツ（株） 413

 その他 2,419

合計 11,404
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滞留状況
　

前期繰越高
(百万円)
　
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
　
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
　
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)
　
(Ｄ)

滞留期間(月)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
12

10,249 91,249 90,094 11,404 1.42

(注)　上記金額には消費税等が含まれております。

　
④　商品及び製品

　

品名 金額(百万円)

 製品 　

　 ステンレス鋼・耐熱鋼 2,466

　 各種二次加工製品他 214

合計 2,681

　
⑤　仕掛品

　

品名 金額(百万円)

　鋼塊・鋼片 591

　中間圧延品他 7,015

合計 7,606

　
⑥　原材料及び貯蔵品

　

品名 金額(百万円)

 原材料 　

 　屑原料 6,400

 　フェロアロイ他 4,187

小計 10,587

 貯蔵品 　

 　ロール・鋳型他 959

小計 959

合計 11,546
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⑦　支払手形及び設備関係支払手形

相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

 スワン産業（株） 555

 木原工業（有） 230

 （株）阪本工業所 217

 衣浦メンテナンス工業（株） 173

（株）江尻鋳材 130

 その他 893

合計 2,200

　
期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

 平成23年４月 513

　 　　　５月 530

　 　　　６月 558

　　 　　７月 563

　　　　 ８月 31

 平成24年７月 3

合計 2,200

　
⑧　買掛金

相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

 阪和興業（株） 2,736

 住友金属鉱山（株） 1,455

 丸紅テツゲン（株） 1,208

 伊藤金属商事（株） 774

 三井物産（株） 447

 その他 5,248

合計 11,871
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⑨　短期借入金及び１年内返済予定の長期借入金
　

相手先
短期借入金
（百万円）

１年内返済予定の長期借入金
（百万円）

合計
（百万円）

（株）りそな銀行 5,200 1,507 6,707

（株）横浜銀行 5,730 657 6,387

 住友信託銀行（株） 3,000 400 3,400

（株）日本政策投資銀行 ― 1,140 1,140

（株）三菱東京UFJ銀行 1,000 ― 1,000

 その他 300 2,468 2,768

合計 15,230 6,173 21,403

　
⑩　社債

　

区分 金額(百万円)

 １年内償還予定の社債 5,735

 社債 922

合計 6,657

内訳は⑤連結附属明細表　社債明細表に記載しております。

　
⑪　長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を除く）

　

相手先 金額(百万円)

（株）横浜銀行 4,695

 三菱UFJ信託銀行（株） 4,075

（株）日本政策投資銀行 2,360

（株）りそな銀行 2,095

 住友信託銀行（株） 1,500

（株）商工組合中央金庫 1,472

 その他 1,850

合計 18,047

　
　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日  ９月３０日、３月３１日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取・買増 　

　　買取又は買増手数料 無料

　　取扱場所 ■特別口座に記録された単元未満株式の場合

　 　東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社

　 ■特別口座以外の振替口座に記録された単元未満株式の場合

　 　振替口座を開設した口座管理機関（証券会社など）

　　株主名簿管理人 　大阪市中央区北浜四丁目５番３３号　住友信託銀行株式会社

公告掲載方法
　電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得な
い事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。
公告掲載ＵＲＬ　http://www.nikkinko.co.jp/

株主に対する特典 該当事項なし

(注)　１　本会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができな　い。

　　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　　　 ２  本会社は、平成21年６月26日から株主名簿管理人をみずほ信託銀行株式会社から住友信託

　　　　　銀行株式会社へ変更いたしましたが、特別口座の口座管理機関はみずほ信託銀行株式会社

　　　　　であります。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　 提出書類 事業年度 提出日 提出先

(1)有価証券報告書及びその添付書類、確認書

(第115期)

自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日

平成22年６月24日関東財務局長

(2)内部統制報告書

(第115期)

自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日

平成22年６月24日関東財務局長

(3)

臨時報告書

(企業内容等の開示に関する内閣府令第19条

第２項第９号の２に基づく臨時報告書)

(第115期)

自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日

平成22年６月28日関東財務局長

(4)四半期報告書及び確認書

(第116期第１四半期）

自平成22年４月１日

至平成22年６月30日

平成22年８月12日関東財務局長

(第116期第２四半期）

自平成22年７月１日

至平成22年９月30日

平成22年11月11日関東財務局長

(第116期第３四半期）

自平成22年10月１日

至平成22年12月31日

平成23年２月10日関東財務局長

(5)
有価証券届出書(新株予約権の発行)及び
その添付書類

――――― 平成22年11月26日関東財務局長

　

　

EDINET提出書類

日本金属工業株式会社(E01241)

有価証券報告書

125/132



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成22年６月24日

日本金属工業株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　大　　石　　　　暁　　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　清　　水　　正　　夫　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　市　　瀬　　俊　　司　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本金属工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本金属工業株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本金属工業株式

会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び

運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、日本金属工業株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成23年６月23日

日本金属工業株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　河　　野　　　　明　　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　市　　瀬　　俊　　司　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本金属工業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本金属工業株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本金属工業株式

会社の平成23年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び

運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、日本金属工業株式会社が平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成22年６月24日

日本金属工業株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　大　　石　　　　暁　　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　清　　水　　正　　夫　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　市　　瀬　　俊　　司　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本金属工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第115期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本金属工業株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成23年６月23日

日本金属工業株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　河　　野　　　 明　 　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　市　　瀬　　俊　　司　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本金属工業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第116期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本金属工業株式会社の平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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